
平 成 ２ ４ 年 ３ 月 ２ ７ 日

九 州 地 方 整 備 局

九州ブロック発注者協議会 第９回幹事会を開催しました

～公共工事の品質確保に向けて～

九州ブロック発注者協議会の第９回幹事会を開催しましたのでお知らせしま

す。

今回は、総合評価落札方式の拡大に向け、各発注機関の取り組み結果と、

自己評価について情報交換をしました。

なお、議事概要の詳細は、別紙のとおりです。

○開催日時：平成２４年３月２２日（木） １３：３０～１５：００

○開催場所：福岡第二合同庁舎

（福岡市博多区博多駅東2-10-7）２階共用会議室

○参考添付資料：（１）会議次第

（２）資料

九州ブロック発注者協議会（平成２０年１０月２７日設立）とは、総合評価方式の導入・拡

大等について発注者間相互の連絡調整を図ることにより、公共工事の品質確保の推進に

寄与することを目的とし、公共工事を発注する４８機関（国１７、県７、政令市２、市７、独立

行政法人等６、及び国立大学法人９）が参画しています。

問い合せ先

国土交通省 九州地方整備局

住 所：福岡市博多区博多駅東２丁目１０番７号 福岡第二合同庁舎

電話番号：（０９２）４７１－６３３１（代表）

（０９２）４７６－３５４６（技術管理課直通）

地方事業評価管理官 岩屋 信一郎 （内線：２１１８）
い わ や しんいちろう

企画部 工事品質調整官 山川 武春 （内線：３１３０）
やまかわ たけはる

企画部 技術管理課長 足立 辰夫 （内線：３３１１）
あ だ ち た つ お

 



 

［ 九州ブロック発注者協議会 第９回幹事会の概要について ］ 

 

○ 日  時：平成２４年３月２２日（木）１３：３０～１５：００ 

○ 場  所：福岡第二合同庁舎 ２階 共用第２～４会議室 

（福岡市博多区博多駅東２-１０-７） 

○ 参画機関：４８機関（国：１７機関、地方公共団体：１６機関、独立行政法人等：６

機関、国立大学法人：９機関） 

 

【 議事概要 】 

 

１、各発注機関における公共工事の品質確保の取組み状況について 

 

１）平成 23 年度の全機関取組状況及び自己評価について九州地方整備局より説明。各

機関の総合評価実施状況、工事監督・検査要領及び工事成績評定の適用状況を報告。 

２）九州地方整備局における平成 23 年度の取組状況について説明。 

３）九州防衛局における平成 23 年度の取組状況、市町村への総合評価方式の導入支援

について説明。 

４）九州大学における平成 23 年度の取組状況について説明。 

５）福岡県における平成 23 年度の取組状況、市町村への総合評価方式の導入支援につ

いて説明。 

６）福岡市における平成 23 年度の取組状況について説明。 

７）西日本高速道路(株)九州支社における平成 23 年度の取組状況及び、今年度新たに

導入された価格評価点の加算方式や低入札価格調査等制度の効果について説明。 

 

２、主な質疑応答 

 

□九州地方整備局から福岡市へ総合評価適用拡大に至った背景や経緯について質問。 

□福岡市より受発注者に対するアンケート結果で様々な意見があった内容について説

明。 

 

３、情報提供 

 

□九州地方整備局から各機関へ「総合評価方式の活用・改善等による品質確保に関する

懇談会」について情報提供。 

 

４、主な質疑応答 

 

□大分市より九州地方整備局と福岡市へ、評価項目の見直し（簡素化）により評価の差

がつかず業者の固定化の問題が発生していないか質問。 

□九州地方整備局から簡素化を進めつつ、工事の特性に応じた技術的要素や手持ち量を



 

評価項目に入れる等行っていることを説明。 

□福岡市から参加資格項目に手持ち工事量の制限を設ける等工夫していることや、 

受発注者に対するアンケート結果で様々な意見があった内容について説明。 

 

５、まとめ 

 

⇒幹事長 

九州ブロックの各々の発注者が品確法の趣旨を踏まえ、責務として公共工事の品質確

保の促進を図っていくことが、従来にもまして益々重要であると感じております。 

次回は新年度に幹事会を開催予定し、情報交換を行いたいと考えておりますので、引

き続きご協力をよろしくお願いします。 



日 時：平成24年3月22日(木)
13:30～15:00

場 所：福岡第二合同庁舎２階
共用第２～６会議室

九州ブロック発注者協議会 第９回幹事会

会 議 次 第

国土交通省 九州地方整備局 企画部長１．挨 拶

２．議 題

１）各発注機関における公共工事の品質確保に向けた取組み

状況及び自己評価について

『平成２３年度の取組み実績について』

２）情報提供

『総合評価方式の活用・改善等による品質確保に関する

懇談会について』

３）質疑応答



「九州ブロック発注者協議会」設置要領

（名称）

第１条 本会は、九州ブロック発注者協議会（以下「協議会」という ）と称する。。

（目的）

、 、第２条 協議会は 総合評価方式の導入・拡大等について発注者間相互の連絡調整を図り

。もって九州ブロックにおける公共工事の品質確保の促進に寄与することを目的とする

（事務）

、 、 。第３条 協議会は 前条の目的を達成するため 次に掲げる事項に関する連絡調整を行う

一 総合評価方式の導入・拡大等

二 その他前条の目的を達成するために必要な事項

（委員）

第４条 協議会は別紙１に掲げる委員をもって構成する。

（会長及び副会長）

第５条 協議会に会長を置き、国土交通省九州地方整備局長がこれにあたる。

２ 会長は会務を総理し、協議会を代表する。

３ 協議会に副会長を２名置き、農林水産省九州農政局整備部長及び福岡県県土整備部長

がこれにあたる。

４ 副会長は会長に事故がある時は、その職務を代理する。

（会議）

第６条 協議会の会議は、会長が招集する。

２ 協議会の会議は、会長が議長を務める。

３ 委員は、あらかじめ指名した者を代理として会議に出席させることができる。

４ 会長は、必要がある時は、別紙１に掲げる者以外の者の参加を求めることができる。

（幹事）

第７条 協議会の円滑な運営を補助するため、協議会に幹事会を置く。

２ 幹事会は、別紙２に掲げる幹事をもって構成する

３ 幹事会に幹事長を置き、国土交通省九州地方整備局企画部長がこれにあたる。

４ 幹事会に副幹事長を２名置き、農林水産省九州農政局整備部設計課長及び福岡県県土

整備部企画交通課技術調査室長がこれにあたる。

（庶務）

第８条 協議会の庶務は、九州地方整備局(企画部 技術管理課)が関係機関の協力を得て

処理する。

（雑則）

、 、 。第９条 この規約に定めるもののほか 協議会の運営に関し必要な事項は 会長が定める

附 則 この要領は、平成２０年１０月２７日から施行する。

平成２１年 ４月 １日 一部改正

平成２２年 ９月２２日 一部改正



別紙１
第４条関係（協議会委員）

平成23年4月1日現在

会 長 国土交通省 九州地方整備局長
副 会 長 農林水産省 九州農政局 整備部長
副 会 長 福岡県 県土整備部長

委 員 警察庁 九州管区警察局 総務監察部長
財務省 九州財務局 総務部長
財務省 福岡財務支局 財務主幹
財務省 門司税関 総務部長
財務省 長崎税関 総務部長
財務省 国税庁 福岡国税局 総務部 次長
財務省 国税庁 熊本国税局 総務部 次長
農林水産省 林野庁 九州森林管理局 総務部長
経済産業省 九州経済産業局 総務企画部長
国土交通省 九州地方整備局 副局長
国土交通省 九州地方整備局 副局長
国土交通省 九州地方整備局 企画部長（幹事長）
国土交通省 九州運輸局 総務部長
国土交通省 海上保安庁 第七管区海上保安本部 経理補給部長
国土交通省 海上保安庁 第十管区海上保安本部 経理補給部長
環境省 九州地方環境事務所 統括自然保護企画官
防衛省 九州防衛局 調達部長
福岡高等裁判所 事務局長

佐賀県 県土づくり本部長
長崎県 土木部長
熊本県 土木部長
熊本県 農林水産部 農村振興局長
大分県 土木建築部長
宮崎県 県土整備部長
鹿児島県 土木部長
北九州市 技術監理室長
福岡市 財政局理事
久留米市 副市長
佐賀市 副市長
長崎市 副市長
熊本市 副市長
大分市 副市長
宮崎市 副市長
薩摩川内市 副市長

西日本高速道路（株）九州支社 建設事業部長
（独）国立文化財機構 九州国立博物館 副館長
（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構 鉄道建設本部 九州新幹線建設局長
（独）都市再生機構 九州支社 都市再生業務部長
（独）水資源機構 筑後川局長
（独）新エネルギー・産業技術開発機構 九州支部 総務部長

国立大学法人 九州大学 施設部長
国立大学法人 福岡教育大学 理事･副学長
国立大学法人 九州工業大学 副学長
国立大学法人 佐賀大学 環境施設部長
国立大学法人 長崎大学 施設部長
国立大学法人 熊本大学 施設担当部長
国立大学法人 大分大学 財務部長
国立大学法人 宮崎大学 施設環境部長
国立大学法人 鹿屋体育大学 事務局長



別紙２
第７条関係（幹事会委員）

平成23年4月1日現在
幹 事 長 国土交通省 九州地方整備局 企画部長
副幹事長 農林水産省 九州農政局 整備部 設計課長
副幹事長 福岡県 県土整備部 企画交通課 技術調査室長

幹 事 警察庁 九州管区警察局 総務監察部 会計課長
財務省 九州財務局 総務部 会計課長
財務省 福岡財務支局 会計課長
財務省 門司税関 総務部 会計課長
財務省 長崎税関 総務部 会計課長
財務省 国税庁 福岡国税局 総務部 営繕監理官
財務省 国税庁 熊本国税局 総務部 営繕監理官
農林水産省 林野庁 九州森林管理局 総務部 経理課長
経済産業省 九州経済産業局 総務企画部 会計課長
国土交通省 九州地方整備局 総務部 契約課長
国土交通省 九州地方整備局 企画部 技術管理課長
国土交通省 九州地方整備局 営繕部 技術・評価課長
国土交通省 九州地方整備局 港湾空港部 港湾事業企画課長
国土交通省 九州運輸局 総務部 会計課長
国土交通省 海上保安庁 第七管区海上保安本部 経理補給部 経理課長
国土交通省 海上保安庁 第十管区海上保安本部 経理補給部 経理課長
環境省 九州地方環境事務所 国立公園・保全整備課長
防衛省 九州防衛局 調達部 調達計画課長
福岡高等裁判所 事務局 会計課長

福岡県 農林水産部 農山漁村振興課長
佐賀県 県土づくり本部 入札・検査センター長
長崎県 土木部 建設企画課長
長崎県 農林部 農村整備課長
熊本県 土木部 土木技術管理課長
熊本県 農林水産部 技術管理課長
大分県 土木建築部 公共工事入札管理室長
大分県 農林水産部 工事技術管理室長
宮崎県 県土整備部 技術企画課長
宮崎県 農政水産部 農村計画課長
鹿児島県 土木部 監理課長
鹿児島県 農政部 総括工事監査監
北九州市 技術監理室 技術企画課長
福岡市 財政局 技術監理部 技術企画課長
久留米市 契約監理担当部長
佐賀市 建設部長
長崎市 理財部長
熊本市 総務局 契約検査監
大分市 総務部長
宮崎市 総務部長
薩摩川内市 総務部 工事検査監

西日本高速道路（株）九州支社 建設事業部 技術課長
（独）国立文化財機構 九州国立博物館 総務課長
（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構

鉄道建設本部 九州新幹線建設局 技術管理課長
（独）都市再生機構 九州支社 住まいサポート業務部 工務チームリーダー
（独）水資源機構 筑後川局 施設管理課長
（独）新エネルギー・産業技術開発機構 九州支部 総務部主幹

国立大学法人 九州大学 施設部 施設企画課長
国立大学法人 福岡教育大学 環境マネジメント課長
国立大学法人 九州工業大学 施設課長
国立大学法人 佐賀大学 環境施設部 企画管理課長
国立大学法人 長崎大学 施設部 施設企画課長
国立大学法人 熊本大学 施設部 施設企画ユニット長
国立大学法人 大分大学 財務部 施設企画課長
国立大学法人 宮崎大学 施設環境部 企画管理課長
国立大学法人 鹿屋体育大学 施設マネジメント課長



九州ブロック発注者協議会 第９回幹事会

【資 料】

資料－１ 九州ブロックにおける各発注機関の取組状況

及び自己評価 ･･･ P1

資料－２ 九州地方整備局の取組状況 ･･･ P19

資料－３ 九州農政局の取組状況 ･･･ P35

資料－４ 九州防衛局の取組状況 ･･･ P37

資料－５ 九州大学の取組状況 ･･･ P38

資料－６ 福岡県の取組状況 ･･･ P39

資料－７ 福岡市の取組状況 ･･･ P40

資料－８ 西日本高速道路(株)の取組状況 ･･･ P42

資料－９ 「総合評価方式の活用・改善等による品質確 ･･･ P46

保に関する懇談会」について
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円
超

8
件

0
件

9
件

0
件

1
1
件

0
件

1
0
件

程
度

0
件

1
4
件

0
件

　
　

－
宿

舎
新

築
工

事
を

検
討

○
×

財
務

省
　

福
岡

財
務

支
局

一
般

競
争

入
札

　
2
5
0
万

円
以

上
3
1
件

0
件

2
6
件

1
件

2
1
件

0
件

1
0
件

程
度

0
件

2
3
件

0
件

　
　

－
宿

舎
新

築
工

事
を

検
討

○
×

財
務

省
　

門
司

税
関

一
般

競
争

入
札

　
2
5
0
万

円
以

上
4
件

0
件

8
件

0
件

2
件

0
件

3
件

未
定

3
件

0
件

原
則

　
2
5
0
万

円
を

超
え

る
全

て
の

工
事

と
す

る
が

、
工

事
内

容
で

総
合

評
価

か
最

低
価

格
か

を
判

断
す

る
工

事
の

内
容

を
み

て
試

行
す

る
×

×

財
務

省
　

長
崎

税
関

一
般

競
争

入
札

　
2
5
0
万

円
以

上
3
件

0
件

7
件

0
件

1
件

0
件

件
数

未
定

未
定

7
件

0
件

原
則

　
2
5
0
万

円
を

超
え

る
全

て
の

工
事

と
す

る
が

、
工

事
内

容
で

総
合

評
価

か
最

低
価

格
か

を
判

断
す

る
工

事
の

内
容

を
み

て
試

行
す

る
×

×

財
務

省
　

国
税

庁
　

福
岡

国
税

局
一

般
競

争
入

札
　

2
5
0
万

円
を

超
え

る
も

の
2
6
件

0
件

1
9
件

0
件

1
3
件

0
件

1
0
件

程
度

未
定

1
6
件

0
件

　
　

－
試

行
を

検
討

中
×

×

財
務

省
　

国
税

庁
　

熊
本

国
税

局
一

般
競

争
入

札
　

2
5
0
万

円
超

1
7
件

0
件

1
7
件

0
件

1
6
件

0
件

1
0
件

程
度

未
定

1
3
件

0
件

　
　

－
試

行
を

検
討

中
×

×

農
林

水
産

省
　

九
州

農
政

局
一

般
競

争
入

札
　

2
5
0
万

円
以

上
2
8
7
件

1
6
6
件

2
9
2
件

2
6
7
件

2
6
0
件

2
5
2
件

1
3
0
件

1
3
0
件

1
5
2
件

1
5
1
件

原
則

　
2
5
0
万

円
を

超
え

る
場

合
全

て
の

工
事

原
則

　
2
5
0
万

円
を

超
え

る
場

合
全

て
の

工
事

○
○

農
林

水
産

省
林

野
庁

　
九

州
森

林
管

理
局

原
則

と
し

て
、

全
て

一
般

競
争

入
札

4
2
2
件

2
6
6
件

5
3
7
件

4
1
3
件

2
8
8
件

2
4
1
件

3
0
0
件

程
度

2
8
0
件

程
度

2
4
7
件

2
2
4
件

１
千

万
円

以
上

予
定

価
格

２
億

円
以

上
の

工
事

に
お

い
て

、
施

工
体

制
確

認
型

を
試

行
す

る
○

○

経
済

産
業

省
　

九
州

経
済

産
業

局
一

般
競

争
入

札
　

2
5
0
万

円
超

0
件

0
件

0
件

0
件

0
件

0
件

－
－

0
件

0
件

　
　

－
当

面
公

共
工

事
の

発
注

予
定

が
な

い
×

×

国
土

交
通

省
　

九
州

地
方

整
備

局
○

一
般

競
争

入
札

　
　

2
,5

0
0
万

円
以

上
○

工
事

希
望

型
競

争
入

札
　

2
,5

0
0
万

円
未

満
1
,8

9
4
件

1
,8

7
2
件

2
,0

2
3
件

2
,0

2
0
件

1
,4

6
6
件

1
,4

3
3
件

1
,0

0
0
件

程
度

1
,0

0
0
件

程
度

1
,4

7
4
件

1
,4

6
1
件

原
則

と
し

て
全

て
の

工
事

（
１

千
万

円
以

上
は

施
工

体
制

確
認

型
）

原
則

と
し

て
全

て
の

工
事

（
１

千
万

円
以

上
は

施
工

体
制

確
認

型
）

○
○

国
土

交
通

省
　

九
州

運
輸

局
一

般
競

争
入

札
　

　
2
5
0
万

円
を

超
え

る
も

の
3
件

0
件

1
件

0
件

4
件

0
件

未
定

未
定

1
件

0
件

原
則

と
し

て
全

て
の

工
事

原
則

と
し

て
全

て
の

工
事

×
×

国
土

交
通

省
　

海
上

保
安

庁
第

七
管

区
海

上
保

安
本

部
一

般
競

争
入

札
　

　
2
5
0
万

円
を

超
え

る
も

の
2
9
件

0
件

6
2
件

0
件

2
5
件

0
件

1
0
件

程
度

未
定

2
8
件

0
件

　
　

－
試

行
を

検
討

中
○

×

国
土

交
通

省
　

海
上

保
安

庁
第

十
管

区
海

上
保

安
本

部
一

般
競

争
入

札
　

　
2
5
0
万

円
を

超
え

る
も

の
2
1
件

0
件

2
7
件

0
件

1
0
件

0
件

1
1
件

程
度

未
定

1
6
件

0
件

　
　

－
試

行
を

検
討

中
○

×

環
境

省
　

九
州

地
方

環
境

事
務

所
○

一
般

競
争

入
札

　
　

5
0
0
万

円
以

上
1
8
件

1
件

1
2
件

3
件

1
8
件

0
件

1
7
件

件
数

未
定

1
6
件

0
件

６
千

万
円

以
上

６
千

万
円

以
上

○
○

防
衛

省
　

九
州

防
衛

局
原

則
と

し
て

，
全

て
一

般
競

争
入

札
1
4
2
件

1
0
0
件

1
5
1
件

1
1
5
件

1
1
9
件

7
4
件

1
0
5
件

7
6
件

1
7
3
件

1
3
0
件

原
則

と
し

て
総

合
評

価
方

式
に

よ
り

発
注

す
る

(特
に

小
規

模
な

工
事

等
で

、
そ

の
内

容
に

照
ら

し
て

総
合

評
価

方
式

を
適

用
す

る
必

要
が

な
い

場
合

は
適

用
し

な
い

こ
と

が
出

で
き

る
)

原
則

と
し

て
全

て
の

工
事

（
同

左
）

○
○

福
岡

高
等

裁
判

所
原

則
と

し
て

，
全

て
一

般
競

争
入

札
2
5
件

2
0
件

2
4
件

2
4
件

１
９

件
１

９
件

件
数

未
定

件
数

未
定

1
3
件

1
3
件

原
則

と
し

て
，

全
て

の
入

札
案

件
原

則
と

し
て

全
て

の
入

札
案

件
○

○

九
州

ブ
ロ

ッ
ク

発
注

者
協

議
会

に
お

け
る

「
公

共
工

事
の

入
札

方
式

の
概

要
」
及

び
「
総

合
評

価
落

札
方

式
の

実
施

状
況

」
一

覧

総
合

評
価

落
札

方
式

の
実

施
状

況

平
成

２
４

年
３

月
３

１
日

現
在

の
「
入

札
方

式
」
の

概
要

平
成

２
０

年
度

 実
績

平
成

２
１

年
度

 実
績

平
成

２
２

年
度

 実
績

平
成

２
３

年
度

 目
標

及
び

実
績

総
合

評
価

方
式

適
用

基
準

（
工

事
）

平
成

2
4
年

3
月

3
1
日

現
在

の
工

事
監

督
・

検
査

要
領

の
適

用
状

況

○
要

領
あ

る
×

要
領

な
い

平
成

2
4
年

3
月

3
1
日

現
在

の
工

事
成

績
評

定
の

適
用

状
況

平
成

２
３

年
度

 目
標

（
Ｈ

２
３

.４
.１

時
点

）
平

成
２

４
年

３
月

末
ま

で
の

実
績

※
随

意
契

約
を

除
く
、

全
て

の
工

事
発

注
件

数

資
料

－
１

※
平

成
２

４
年

３
月

末
ま

で
の

実
績

に
つ

い
て

は
、

速
報

値
（
見

込
値

）

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　

1



公
共

工
事

の
入

札
方

式
の

概
要

工
事

監
督

・
検

査
要

領
の

適
用

状
況

工
事

成
績

評
定

の
適

用
状

況

全
工

事
件

数
※

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数

全
工

事
件

数
※

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数

全
工

事
件

数
※

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数

全
工

事
件

数
※

（
予

定
）

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数
（
予

定
）

全
工

事
件

数
※

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数

現
行

（
平

成
２

４
年

３
月

３
１

日
現

在
）

の
適

用
基

準
今

後
の

拡
大

予
定

九
州

ブ
ロ

ッ
ク

発
注

者
協

議
会

に
お

け
る

「
公

共
工

事
の

入
札

方
式

の
概

要
」
及

び
「
総

合
評

価
落

札
方

式
の

実
施

状
況

」
一

覧

総
合

評
価

落
札

方
式

の
実

施
状

況

平
成

２
４

年
３

月
３

１
日

現
在

の
「
入

札
方

式
」
の

概
要

平
成

２
０

年
度

 実
績

平
成

２
１

年
度

 実
績

平
成

２
２

年
度

 実
績

平
成

２
３

年
度

 目
標

及
び

実
績

総
合

評
価

方
式

適
用

基
準

（
工

事
）

平
成

2
4
年

3
月

3
1
日

現
在

の
工

事
監

督
・

検
査

要
領

の
適

用
状

況

○
要

領
あ

る
×

要
領

な
い

平
成

2
4
年

3
月

3
1
日

現
在

の
工

事
成

績
評

定
の

適
用

状
況

平
成

２
３

年
度

 目
標

（
Ｈ

２
３

.４
.１

時
点

）
平

成
２

４
年

３
月

末
ま

で
の

実
績

※
随

意
契

約
を

除
く
、

全
て

の
工

事
発

注
件

数

資
料

－
１

※
平

成
２

４
年

３
月

末
ま

で
の

実
績

に
つ

い
て

は
、

速
報

値
（
見

込
値

）

福
岡

県
　

県
土

整
備

部
2
,5

9
1
件

1
5
3
件

3
,3

5
6
件

1
4
4
件

3
,2

1
4
件

9
5
件

件
数

未
定

件
数

未
定

3
,0

0
0
件

9
0
件

５
千

万
円

以
上

未
定

福
岡

県
　

農
林

水
産

部
5
4
9
件

9
2
件

5
0
6
件

8
8
件

5
0
3
件

8
0
件

件
数

未
定

件
数

未
定

5
0
0
件

7
0
件

５
千

万
円

以
上

未
定

福
岡

県
　

建
築

都
市

部
5
3
1
件

1
0
7
件

4
4
5
件

1
0
6
件

3
8
2
件

9
2
件

件
数

未
定

件
数

未
定

5
0
0
件

1
0
0
件

５
千

万
円

以
上

未
定

佐
賀

県
　

県
土

づ
く
り

本
部

一
般

競
争

入
札

　
全

工
事

対
象

　
○

2
3
.0

億
円

未
満

は
条

件
付

き
　

○
2
5
0
万

円
以

下
は

随
意

契
約

可
1
,3

9
9
件

1
1
3
件

1
,9

1
3
件

1
4
6
件

2
,0

1
2
件

1
9
3
件

1
8
0
0
件

程
度

1
1
0
件

程
度

1
,7

6
8
件

1
5
7
件

６
千

万
円

（
建

築
１

．
５

億
円

以
上

)
（
５

千
万

円
以

上
か

ら
試

行
）

（
舗

装
・
法

面
２

．
５

千
万

円
以

上
）

今
年

度
の

状
況

を
み

て
検

討
○

○

長
崎

県
　

土
木

部
1
,6

3
3
件

1
0
7
件

1
,3

2
3
件

8
3
件

1
,6

2
4
件

7
9
件

件
数

未
定

8
0
件

程
度

1
,5

0
0
件

6
7
件

長
崎

県
　

農
林

部
2
7
9
件

1
9
件

2
6
6
件

6
件

2
7
8
件

3
件

2
0
0
件

程
度

5
件

程
度

1
8
0
件

5
件

熊
本

県
　

土
木

部
1
,9

0
0
件

1
5
9
件

2
,2

3
0
件

1
7
0
件

2
1
5
2
件

2
1
3
件

1
,8

0
0
件

程
度

2
0
0
件

程
度

1
,8

0
0
件

1
4
5
件

原
則

３
千

万
円

以
上

熊
本

県
　

農
林

水
産

部
5
4
9
件

4
1
件

6
5
1
件

7
4
件

6
3
5
件

1
0
6
件

5
0
0
件

程
度

1
0
0
件

程
度

5
0
0
件

9
5
件

原
則

３
千

万
円

以
上

大
分

県
　

土
木

建
築

部
1
,8

2
3
件

1
5
8
件

2
,1

1
4
件

1
9
9
件

2
,0

0
1
件

1
7
3
件

件
数

未
定

件
数

未
定

1
,8

6
3
件

1
4
6

５
千

万
円

以
上

大
分

県
　

農
林

水
産

部
5
2
8
件

3
3
件

5
6
0
件

7
5
件

5
1
5
件

7
2
件

件
数

未
定

件
数

未
定

4
5
0
件

6
0

５
千

万
円

以
上

宮
崎

県
　

県
土

整
備

部
1
,7

1
9
件

4
8
4
件

1
,5

9
1
件

7
3
3
件

1
,5

8
0
件

7
6
9
件

1
,5

0
0
件

程
度

7
5
0
件

程
度

1
,3

0
0
件

6
5
0
件

２
５

０
万

円
以

上
か

ら
抽

出
今

年
度

の
状

況
を

み
て

検
討

宮
崎

県
　

農
政

水
産

部
3
8
0
件

6
5
件

3
5
0
件

1
2
9
件

2
7
8
件

1
3
1
件

件
数

未
定

半
数

程
度

2
3
0
件

1
0
0
件

２
５

０
万

円
以

上
か

ら
抽

出
今

年
度

の
状

況
を

み
て

検
討

宮
崎

県
　

環
境

森
林

部
1
2
8
件

4
2
件

1
4
0
件

7
3
件

1
4
5
件

6
6
件

件
数

未
定

件
数

未
定

1
2
1
件

6
9
件

２
５

０
万

円
以

上
か

ら
抽

出
未

定

鹿
児

島
県

　
土

木
部

3
,2

3
8
件

5
7
件

3
,8

8
4
件

9
0
件

3
,2

3
4
件

1
3
4
件

件
数

未
定

 
前

年
度

と
同

程
度

3
,3

0
0
件

1
4
0
件

５
千

万
円

以
上

か
ら

抽
出

今
年

度
の

状
況

を
み

て
検

討

鹿
児

島
県

　
農

政
部

8
1
8
件

3
件

7
8
0
件

2
0
件

8
9
8
件

2
1
件

5
0
0
件

程
度

1
0
件

程
度

6
5
0
件

6
件

・
一

般
競

争
土

木
一

式
（
5
千

万
円

以
上

1
億

円
未

満
・
一

般
競

争
橋

梁
上

部
工

(5
千

万
円

以
上

W
T
O

未
満

）
の

全
て

の
工

事
今

年
度

の
状

況
を

み
て

検
討

一
般

競
争

入
札

　
5
,0

0
0
万

円
以

上
○

○

一
般

競
争

入
札

○
土

木
一

式
工

事
、

と
び

・
土

工
、

コ
ン

ク
リ

ー
ト

工
事

（
3
,5

0
0
万

円
以

上
）

　
　

　
（
1
,0

0
0
万

円
以

上
で

一
部

試
行

）
○

舗
装

工
事

（
3
,0

0
0
万

円
以

上
）

○
そ

の
他

（
5
,0

0
0
万

円
以

上
）

原
則

１
億

円
以

上
未

定
○

○

一
般

競
争

入
札

　
3
,0

0
0
万

円
以

上
試

行
の

状
況

を
踏

ま
え

検
討

○
○

一
般

競
争

入
札

　
5
,0

0
0
万

円
以

上
○

○

一
般

競
争

入
札

　
4
,0

0
0
万

円
以

上
試

行
の

検
証

を
踏

ま
え

検
討

○
○

一
般

競
争

入
札

　
2
5
0
万

円
以

上
○

○
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公
共

工
事

の
入

札
方

式
の

概
要

工
事

監
督

・
検

査
要

領
の

適
用

状
況

工
事

成
績

評
定

の
適

用
状

況

全
工

事
件

数
※

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数

全
工

事
件

数
※

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数

全
工

事
件

数
※

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数

全
工

事
件

数
※

（
予

定
）

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数
（
予

定
）

全
工

事
件

数
※

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数

現
行

（
平

成
２

４
年

３
月

３
１

日
現

在
）

の
適

用
基

準
今

後
の

拡
大

予
定

九
州

ブ
ロ

ッ
ク

発
注

者
協

議
会

に
お

け
る

「
公

共
工

事
の

入
札

方
式

の
概

要
」
及

び
「
総

合
評

価
落

札
方

式
の

実
施

状
況

」
一

覧

総
合

評
価

落
札

方
式

の
実

施
状

況

平
成

２
４

年
３

月
３

１
日

現
在

の
「
入

札
方

式
」
の

概
要

平
成

２
０

年
度

 実
績

平
成

２
１

年
度

 実
績

平
成

２
２

年
度

 実
績

平
成

２
３

年
度

 目
標

及
び

実
績

総
合

評
価

方
式

適
用

基
準

（
工

事
）

平
成

2
4
年

3
月

3
1
日

現
在

の
工

事
監

督
・

検
査

要
領

の
適

用
状

況

○
要

領
あ

る
×

要
領

な
い

平
成

2
4
年

3
月

3
1
日

現
在

の
工

事
成

績
評

定
の

適
用

状
況

平
成

２
３

年
度

 目
標

（
Ｈ

２
３

.４
.１

時
点

）
平

成
２

４
年

３
月

末
ま

で
の

実
績

※
随

意
契

約
を

除
く
、

全
て

の
工

事
発

注
件

数

資
料

－
１

※
平

成
２

４
年

３
月

末
ま

で
の

実
績

に
つ

い
て

は
、

速
報

値
（
見

込
値

）

北
九

州
市

○
一

般
競

争
入

札
　

土
木

、
水

道
施

設
　

2
,5

0
0
万

円
以

上
　

建
築

　
  

  
  

  
  

  
  

  
4
,5

0
0
万

円
以

上
　

電
気

、
管

　
  

  
  

  
  

1
,2

0
0
万

円
以

上
　

造
園

　
  

  
  

  
  

  
  

  
2
,0

0
0
万

円
以

上
　

そ
の

他
　

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 1

億
円

以
上

1
,2

5
1
件

2
5
件

1
,7

2
4
件

4
9
件

1
,9

2
6
件

6
4
件

件
数

未
定

7
0
件

程
度

1
,6

5
3
件

5
7
件

(工
種

：
土

木
、

鋼
、

舗
装

、
造

園
、

水
道

施
設

)
①

原
則

１
億

円
以

上
の

工
事

で
試

行
②

５
千

万
円

以
上

１
億

円
未

満
の

工
事

で
、

技
術

的
工

夫
の

余
地

の
あ

る
工

事
(工

種
：
港

湾
、

建
築

)
①

原
則

１
億

円
以

上
の

工
事

で
試

行
(工

種
：
電

気
、

管
)

①
５

千
万

円
以

上
の

工
事

の
中

か
ら

、
工

事
内

容
に

応
じ

て
選

定
し

て
試

行
(工

種
：
機

械
器

具
、

電
気

通
信

)
①

１
億

円
以

上
の

工
事

の
中

か
ら

、
工

事
内

容
に

応
じ

て
選

定
し

て
試

行

今
年

度
の

状
況

を
み

て
検

討
○

○

福
岡

市

○
一

般
競

争
入

札
　

一
般

土
木

・
建

築
：
2
,0

0
0
万

円
以

上
、

　
ほ

装
：
2
,5

0
0
万

円
以

上
、

そ
の

他
：

1
,5

0
0
万

円
以

上
　

（
2
6
.3

億
円

未
満

の
工

事
は

全
て

制
限

付
）

1
,7

8
8
件

1
6
件

2
,0

0
9
件

2
0
件

1
,9

5
9
件

3
3
件

1
,8

0
0
件

程
度

5
0
件

程
度

1
,8

6
0
件

4
0
件

予
定

価
格

１
億

円
以

上
の

工
事

へ
本

格
導

入
（
Ｈ

２
４

年
２

月
よ

り
。

そ
れ

以
前

は
予

定
価

格
２

億
円

以
上

）
未

定
○

○

福
岡

県
　

久
留

米
市

条
件

付
一

般
競

争
入

札
　

1
,0

0
0
万

円
以

上
7
0
8
件

1
0
件

6
9
2
件

2
4
件

6
8
9
件

4
6
件

7
0
0
件

程
度

7
0
件

程
度

6
9
0
件

5
0
件

原
則

5
千

万
円

以
上

の
工

事
今

年
度

の
状

況
を

み
て

検
討

○
○

佐
賀

県
　

佐
賀

市
○

指
名

競
争

入
札

　
1
,0

0
0
万

円
未

満
○

条
件

付
一

般
競

争
入

札
　

1
,0

0
0
万

円
以

上
5
0
6
件

1
件

5
9
2
件

3
件

5
9
0
件

2
件

5
0
0
件

程
度

件
数

未
定

5
6
0
件

1
件

１
千

万
円

以
上

か
ら

抽
出

未
定

○
○

長
崎

県
　

長
崎

市
全

工
事

制
限

付
一

般
競

争
入

札
7
8
0
件

2
件

9
6
8
件

1
件

9
4
2
件

1
件

8
0
0
件

程
度

2
件

8
0
0
件

2
工

事
内

容
に

よ
り

工
事

担
当

課
と

協
議

の
う

え
試

行
現

行
ど

お
り

工
事

検
査

　
○

工
事

監
督

　
×

○

熊
本

県
　

熊
本

市
一

般
競

争
入

札
　

1
,0

0
0
万

円
以

上
6
9
9
件

1
0
件

9
5
4
件

1
9
件

1
,0

2
3
件

4
9
件

8
5
0
件

程
度

1
0
0
件

程
度

1
0
3
0

9
9

１
千

万
円

以
上

か
ら

抽
出

未
定

○
○

大
分

県
　

大
分

市
○

一
般

競
争

入
札

　
2
,5

0
0
万

円
以

上
4
9
8
件

6
件

6
9
4
件

1
0
件

6
2
4
件

1
5
件

4
3
3
件

程
度

1
5
件

程
度

5
1
9
件

1
8
件

価
格

と
技

術
的

要
素

か
ら

抽
出

現
行

ど
お

り
○

○

宮
崎

県
　

宮
崎

市

○
一

般
競

争
入

札
　

6
,0

0
0
万

円
以

上
の

建
設

工
事

（
条

件
付

き
）

○
指

名
競

争
入

札
　

1
3
0
万

円
超

の
建

設
工

事
5
0
万

円
超

の
建

設
工

事
に

係
る

業
務

委
託

（
建

設
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

、
測

量
な

ど
）

1
,0

2
6
件

2
件

9
8
2
件

4
件

8
1
2
件

3
件

8
0
0
件

4
件

1
,2

3
0
件

3
件

工
事

内
容

に
よ

り
工

事
担

当
課

と
協

議
の

う
え

試
行

未
定

（
当

分
現

行
ど

お
り

）
工

事
検

査
　

○
工

事
監

督
　

×
○

鹿
児

島
県

　
薩

摩
川

内
市

一
般

競
争

入
札

　
1
3
0
万

円
以

上
指

名
競

争
入

札
　

災
害

復
旧

工
事

，
特

殊
工

事
5
9
8
件

5
件

6
2
6
件

2
4
件

5
9
5
件

3
6
件

5
0
0
件

程
度

2
0
件

程
度

4
4
4
件

1
4
件

３
千

万
円

以
上

（
橋

梁
工

事
，

下
水

道
推

進
工

事
，

Ｄ
ＩＤ

区
域

内
の

工
事

に
つ

い
て

は
，

３
千

万
円

未
満

で
も

適
用

）
当

分
現

行
ど

お
り

○
○
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公
共

工
事

の
入

札
方

式
の

概
要

工
事

監
督

・
検

査
要

領
の

適
用

状
況

工
事

成
績

評
定

の
適

用
状

況

全
工

事
件

数
※

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数

全
工

事
件

数
※

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数

全
工

事
件

数
※

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数

全
工

事
件

数
※

（
予

定
）

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数
（
予

定
）

全
工

事
件

数
※

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数

現
行

（
平

成
２

４
年

３
月

３
１

日
現

在
）

の
適

用
基

準
今

後
の

拡
大

予
定

九
州

ブ
ロ

ッ
ク

発
注

者
協

議
会

に
お

け
る

「
公

共
工

事
の

入
札

方
式

の
概

要
」
及

び
「
総

合
評

価
落

札
方

式
の

実
施

状
況

」
一

覧

総
合

評
価

落
札

方
式

の
実

施
状

況

平
成

２
４

年
３

月
３

１
日

現
在

の
「
入

札
方

式
」
の

概
要

平
成

２
０

年
度

 実
績

平
成

２
１

年
度

 実
績

平
成

２
２

年
度

 実
績

平
成

２
３

年
度

 目
標

及
び

実
績

総
合

評
価

方
式

適
用

基
準

（
工

事
）

平
成

2
4
年

3
月

3
1
日

現
在

の
工

事
監

督
・

検
査

要
領

の
適

用
状

況

○
要

領
あ

る
×

要
領

な
い

平
成

2
4
年

3
月

3
1
日

現
在

の
工

事
成

績
評

定
の

適
用

状
況

平
成

２
３

年
度

 目
標

（
Ｈ

２
３

.４
.１

時
点

）
平

成
２

４
年

３
月

末
ま

で
の

実
績

※
随

意
契

約
を

除
く
、

全
て

の
工

事
発

注
件

数

資
料

－
１

※
平

成
２

４
年

３
月

末
ま

で
の

実
績

に
つ

い
て

は
、

速
報

値
（
見

込
値

）

西
日

本
高

速
道

路
(株

)　
九

州
支

社

【
一

般
競

争
入

札
】

○
2
3
億

円
(1

,5
0
0
万

S
D

R
)以

上
【
条

件
付

一
般

競
争

入
札

】
○

2
5
0
万

円
超

、
2
3
億

円
未

満
【
指

名
競

争
入

札
】

次
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
工

事
で

、
か

つ
、

契
約

責
任

者
が

必
要

が
あ

る
と

認
め

る
場

合
に

限
る

○
条

件
付

一
般

競
争

入
札

方
式

に
付

す
る

時
間

的
余

裕
が

な
い

と
き

○
そ

の
他

指
名

競
争

入
札

に
付

す
る

こ
と

が
有

利
と

認
め

ら
れ

る
と

き

6
7
件

1
2
件

1
0
7
件

3
6
件

9
4
件

4
3
件

7
9
件

3
7
件

1
0
2
件

5
3
件

２
億

円
以

上
の

工
事

に
適

用

た
だ

し
、

次
の

も
の

を
除

く
。

・
契

約
制

限
価

格
が

２
億

円
未

満
（
た

だ
し

、
新

設
工

事
及

び
改

築
工

事
の

う
ち

土
木

工
事

系
工

種
に

つ
い

て
は

４
億

円
未

満
）
の

工
事

。
・
契

約
責

任
者

が
価

格
落

札
方

式
に

よ
る

べ
き

必
要

を
認

め
た

工
事

左
記

に
同

じ
○

○

（
独

）
国

立
文

化
財

機
構

九
州

国
立

博
物

館
一

般
競

争
入

札
　

2
5
0
万

円
以

上
2
件

0
件

0
件

0
件

2
件

2
件

未
定

未
定

0
件

0
件

２
億

円
以

上
２

億
円

以
上

○
○

（
独

）
鉄

道
建

設
・
運

輸
施

設
整

備
支

援
機

構
　

鉄
道

建
設

本
部

九
州

新
幹

線
建

設
局

○
条

件
付

一
般

競
争

入
札

  
2
5
0
万

円
以

上
2
3
.0

億
円

○
一

般
競

争
入

札
  

  
  

  
  

 2
3
.0

億
円

以
上

1
7
件

1
7
件

1
2
件

1
1
件

6
件

5
件

2
件

2
件

3
件

1
件

原
則

2
5
0
万

円
以

上
原

則
2
5
0
万

円
以

上
○

○

（
独

）
都

市
再

生
機

構
　

九
州

支
社

○
1
億

円
以

上
は

詳
細

条
件

審
査

型
一

般
競

争
○

1
億

円
未

満
は

工
事

希
望

調
査

に
よ

る
指

名
競

争

7
6
件

4
件

6
3
件

1
2
件

5
1
件

2
4
件

4
1
件

1
3
件

4
4
件

1
2
件

原
則

１
億

円
以

上
　

　
－

○
○

（
独

）
水

資
源

機
構

　
筑

後
川

局

【
一

般
競

争
入

札
】

○
電

気
・
機

械
工

事
は

2
5
0
万

円
以

上
○

上
記

以
外

の
工

事
は

6
,0

0
0
万

円
以

上 【
指

名
競

争
入

札
】

○
電

気
・
機

械
工

事
以

外
で

2
5
0
万

円
以

上

9
8
件

3
0
件

4
8
件

7
件

8
7
件

2
6
件

件
数

未
定

件
数

未
定

7
9
件

1
6
件

基
本

的
な

考
え

方
（
適

用
範

囲
）

１
　

入
札

者
の

提
示

す
る

性
能

等
に

よ
っ

　
て

、
工

事
価

格
に

、
工

事
に

関
連

し
て

　
生

ず
る

補
償

費
等

の
支

出
額

及
び

収
入

　
の

減
額

相
当

額
並

び
に

維
持

更
新

費
を

　
含

め
た

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
コ

ス
ト

を
加

え
た

　
総

合
的

な
コ

ス
ト

に
相

当
程

度
の

差
異

が
　

生
ず

る
と

契
約

職
等

が
認

め
る

工
事

２
　

入
札

者
の

提
示

す
る

性
能

等
に

よ
っ

　
て

、
工

事
価

格
の

差
異

に
比

し
て

、
工

事
　

目
的

物
の

初
期

性
能

の
持

続
性

、
強

度
、

　
安

定
性

な
ど

の
性

能
・
機

能
に

相
当

程
度

　
の

差
異

が
生

ず
る

と
契

約
職

等
が

認
め

る
　

工
事

３
　

環
境

の
維

持
、

交
通

の
確

保
、

特
別

な
　

安
全

対
策

、
省

資

未
定

○
○

（
独

）
新

エ
ネ

ル
ギ

ー
・

産
業

技
術

開
発

機
構

九
州

支
部

○
一

般
競

争
入

札
　

　
2
5
0
万

円
以

上
○

工
事

希
望

型
指

名
競

争
入

札
　

予
定

価
格

が
6
,0

0
0
万

円
未

満
で

必
要

と
認

め
ら

れ
る

と
き

○
指

名
競

争
入

札
　

　
1
0
0
万

円
以

上

3
2
件

0
件

9
1
件

0
件

2
件

0
件

8
0
件

程
度

未
定

9
0
件

0
件

　
　

　
　

　
－

未
定

○
○
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公
共

工
事

の
入

札
方

式
の

概
要

工
事

監
督

・
検

査
要

領
の

適
用

状
況

工
事

成
績

評
定

の
適

用
状

況

全
工

事
件

数
※

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数

全
工

事
件

数
※

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数

全
工

事
件

数
※

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数

全
工

事
件

数
※

（
予

定
）

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数
（
予

定
）

全
工

事
件

数
※

左
記

件
数

の
内

、
総

合
評

価
適

用
工

事
件

数

現
行

（
平

成
２

４
年

３
月

３
１

日
現

在
）

の
適

用
基

準
今

後
の

拡
大

予
定

九
州

ブ
ロ

ッ
ク

発
注

者
協

議
会

に
お

け
る

「
公

共
工

事
の

入
札

方
式

の
概

要
」
及

び
「
総

合
評

価
落

札
方

式
の

実
施

状
況

」
一

覧

総
合

評
価

落
札

方
式

の
実

施
状

況

平
成

２
４

年
３

月
３

１
日

現
在

の
「
入

札
方

式
」
の

概
要

平
成

２
０

年
度

 実
績

平
成

２
１

年
度

 実
績

平
成

２
２

年
度

 実
績

平
成

２
３

年
度

 目
標

及
び

実
績

総
合

評
価

方
式

適
用

基
準

（
工

事
）

平
成

2
4
年

3
月

3
1
日

現
在

の
工

事
監

督
・

検
査

要
領

の
適

用
状

況

○
要

領
あ

る
×

要
領

な
い

平
成

2
4
年

3
月

3
1
日

現
在

の
工

事
成

績
評

定
の

適
用

状
況

平
成

２
３

年
度

 目
標

（
Ｈ

２
３

.４
.１

時
点

）
平

成
２

４
年

３
月

末
ま

で
の

実
績

※
随

意
契

約
を

除
く
、

全
て

の
工

事
発

注
件

数

資
料

－
１

※
平

成
２

４
年

３
月

末
ま

で
の

実
績

に
つ

い
て

は
、

速
報

値
（
見

込
値

）

国
立

大
学

法
人

　
九

州
大

学
○

一
般

競
争

入
札

　
予

定
価

格
2
5
0
万

円
超

の
工

事
で

実
施

8
4
件

2
0
件

1
0
8
件

2
5
件

4
1
件

7
件

件
数

未
定

件
数

未
定

5
1
件

1
0
件

○
予

定
価

格
1
億

円
以

上
の

工
事

で
実

施
未

定
○

○

国
立

大
学

法
人

　
福

岡
教

育
大

学
一

般
競

争
入

札
　

2
5
0
万

円
以

上
3
3

1
0

2
0
件

6
件

1
8
件

1
件

件
数

未
定

1
件

1
9
件

4
件

対
象

金
額

を
定

め
ず

適
宜

選
定

し
て

い
る

未
定

○
○

国
立

大
学

法
人

　
九

州
工

業
大

学
一

般
競

争
入

札
　

2
5
0
万

円
以

上
2
8
件

2
件

3
6
件

2
件

1
1
件

4
件

件
数

未
定

3
件

1
0
件

6
件

対
象

金
額

を
定

め
ず

適
宜

選
定

し
て

い
る

未
定

○
○

国
立

大
学

法
人

　
佐

賀
大

学
一

般
競

争
入

札
　

2
5
0
万

円
超

4
6
件

1
3
件

8
1
件

8
件

3
1
件

6
件

件
数

未
定

未
定

3
8
件

2
件

５
千

万
円

超
未

定
○

○

国
立

大
学

法
人

　
長

崎
大

学
一

般
競

争
入

札
　

2
5
0
万

円
以

上
4
7

1
0
件

9
4
件

1
6
件

6
5
件

1
0
件

5
0
件

程
度

7
件

程
度

6
4
件

1
4
件

対
象

金
額

を
定

め
ず

適
宜

選
定

し
て

い
る

未
定

○
○

国
立

大
学

法
人

　
熊

本
大

学
一

般
競

争
入

札
　

2
5
0
万

円
以

上
6
4
件

1
8
件

4
3
件

1
4
件

2
4
件

6
件

3
1
件

6
件

3
4
件

7
件

3
,0

0
0
万

円
以

上
未

定
○

○

国
立

大
学

法
人

　
大

分
大

学
一

般
競

争
入

札
　

2
5
0
万

円
超

3
9
件

3
件

5
5
件

9
件

3
2
件

1
3
件

件
数

未
定

6
件

4
2
件

9
件

6
,0

0
0
万

円
以

上
現

行
ど

お
り

○
○

国
立

大
学

法
人

　
宮

崎
大

学
一

般
競

争
入

札
　

2
5
0
万

円
以

上
5
1

7
5
5
件

1
件

1
3
件

0
件

3
0
件

程
度

4
件

3
6
件

5
件

原
則

１
億

円
以

上
の

工
事

未
定

○
○

国
立

大
学

法
人

　
鹿

屋
体

育
大

学
一

般
競

争
入

札
　

2
5
0
万

円
以

上
1
1
件

5
件

1
2
件

4
件

7
件

1
件

8
件

程
度

1
件

1
1
件

1
件

対
象

金
額

を
定

め
ず

適
宜

選
定

し
て

い
る

未
定

○
○
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公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価手法

１．自己評価項目
■九州ブロック発注者協議会の取り組みに関して、以下の３項目を対象として自己評価

を行う。

自己評価の項目

○公共工事の品質確保対策に関する取り組み
（１）工事の総合評価方式の導入状況

・工事の入札に際して、価格及び品質が総合的に優れた調達を評価する落札
方式の導入状況

（２）工事監督・検査要領の適用状況
・工事の請負契約に際して、工事監督及び検査の基準等を定めた要領の適用状

況
（３）工事成績評定の実施状況

・工事の請負契約に際して、検査を行う者などが実施する工事の施工状況や目
的物の品質等の評価及び評定の実施状況

２．自己評価方法
■自己評価の項目について、平成２２年度の実施結果を踏まえ、平成２３年度の実施目
標の設定を行い、最終的に今年度の取り組み結果を自己評価する。

（年度末）

■評価方法
○実施目標は、各発注機関毎に設定する。
○評価は、各発注機関毎に下記の①～②の手順で行う。

① 前年度の実績結果の評価及び実施目標に対する実施結果の評価（項目毎）
② ①の評価に対する達成度の評価（項目毎）

○実施状況や実施目標の設定は、評価項目１ （１ 「工事の総合評価方式の拡大」． ）
については、対象金額と件数を記述するが、それ以外の２項目については、下記
記号に基づき行う。

①前年度の実績及び実施目標に対する実施結果の評価

平成22年度実施状況 平成23年度実施目標 平成23年度実施結果

◎ 実施済み ◎ 実施 実施◎
○ 一部実施済み ○ 一部実施 一部実施○
△ 検討済み 検討実施 検討実施△ △
－ 未実施 － 予定なし － 未実施

注）試行は「一部実施」とみなすものとする。

6



②達成度の評価

◎ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ

○ Ｃ Ｃ Ｂ Ａ
目

△ Ｃ Ｂ Ａ Ａ
標

－ － Ａ Ａ Ａ

－ △ ○ ◎

結 果
（Ａ：目標を上回り実施，Ｂ：目標どおり実施，Ｃ：目標未達成，－：評価対象外）
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平成24年3月31日

適用基準等
全工事件

数

左記件数
の内、総合
評価適用
工事件数

適用基準等
全工事件

数

左記件数
の内、総合
評価適用
工事件数

適用基準等
全工事件

数

左記件数
の内、総合
評価適用
工事件数

警察庁　九州管区警察局 一般競争入札　250万円以上 ― 2件 0件 ― 未定 未定 ― 0件 0件

財務省　九州財務局 一般競争入札　250万円超 ― 11件 0件 ― 10件 0件 ― 14件 0件

財務省　福岡財務支局 一般競争入札　250万円以上 ― 21件 0件 ― 10件 0件 ― 23件 0件

財務省　門司税関 一般競争入札　250万円以上

原則　250万円を超える全て
の工事とするが、工事内容で
総合評価か最低価格かを判
断する

3件 0件
原則　250万円を超える全て
の工事とするが、工事内容で
総合評価か最低価格かを判
断する

3件 未定
原則　250万円を超える全て
の工事とするが、工事内容で
総合評価か最低価格かを判
断する

3件 0件

財務省　長崎税関 一般競争入札　250万円以上 ― 1件 0件
原則　250万円を超える全て
の工事とするが、工事内容で
総合評価か最低価格かを判
断する

件数未定 未定
原則　250万円を超える全て
の工事とするが、工事内容で
総合評価か最低価格かを判
断する

7件 0件

財務省　国税庁　福岡国
税局

一般競争入札　250万円を超え
るもの

― 13件 0件 ― 10件程度 未定 ― 16件 0件

財務省　国税庁　熊本国
税局

一般競争入札　250万円超 ― 16件 0件 ― 10件程度 未定 ― 13件 0件

農林水産省　九州農政局 一般競争入札　250万円以上
原則　250万円を超える場
合全ての工事 260件 252件 原則　250万円を超える場

合全ての工事 130件 130件 原則　250万円を超える場
合全ての工事 152件 151件

農林水産省
林野庁　九州森林管理局

原則として、全て一般競争入札
継続実施
１千万円以上 288件 241件 継続実施

１千万円以上 300件程度 280件程度
継続実施
１千万円以上 247件 224件

経済産業省　九州経済産
業局

一般競争入札　250万円超 ― 0件 0件 ― 未定 未定 ― 0件 0件

国土交通省　九州地方整
備局

○一般競争入札　　2,500万円
以上
○工事希望型競争入札　2,500
万円未満

継続実施
原則として全ての工事
（１千万円以上は施工体制確
認型）

1,466件 1,433件
継続実施
原則として全ての工事
（１千万円以上は施工体制確
認型）

1,000件程度 1,000件程度

継続実施
原則として全ての工事
（１千万円以上は施工体制確
認型）

1,474件 1,461件

国土交通省　九州運輸局
一般競争入札　　250万円を超
えるもの

原則として全ての工事 4件 0件 原則として全ての工事 未定 未定 原則として全ての工事 1件 0件

国土交通省　海上保安庁
第七管区海上保安本部

一般競争入札　　250万円を超
えるもの

― 25件 0件 ― 10件程度 未定 ― 28件 0件

国土交通省　海上保安庁
第十管区海上保安本部

一般競争入札　　250万円を超
えるもの

― 10件 0件 ― 11件程度 未定 ― 16件 0件

環境省　九州地方環境事
務所

○一般競争入札　　500万円以
上

６千万円以上 18件  0件（該当無し） ６千万円以上 17件 未定 ６千万円以上 16件  0件（該当無し）

防衛省　九州防衛局 原則として，全て一般競争入札

原則として総合評価方式によ
り発注する(特に小規模な工
事等で、その内容に照らして
総合評価方式を適用する必
要がない場合及び設計・施
工一括発注方式で性能要求
以外に高度な技術や優れた
工夫を含む技術提案を求め
ない場合は適用しないことが
出できる)

119件 74件

原則として総合評価方式によ
り発注する(特に小規模な工
事等で、その内容に照らして
総合評価方式を適用する必
要がない場合は適用しない
ことが出できる)

105件 76件

原則として総合評価方式によ
り発注する(特に小規模な工
事等で、その内容に照らして
総合評価方式を適用する必
要がない場合は適用しない
ことが出できる)

173件 130件

福岡高等裁判所 原則として，全て一般競争入札
原則として，全ての入札
案件 19件 19件 原則として，全ての入札

案件 件数未定 件数未定
原則として，全ての入札
案件 13件 13件

福岡県　県土整備部 3,000件程度 95件 未定 未定 3,000件 90件

福岡県　農林水産部 500件程度 80件 未定 未定 500件 70件

福岡県　建築都市部 500件程度 94件 未定 未定 500件 100件

佐賀県　県土づくり本部
一般競争入札　全工事対象
　○23.0億円未満は条件付き
　○250万円以下は随意契約可

６千万円（建築１．５億円
以上)（５千万円以上は試
行）
（舗装・法面２．５千万円
以上）

2,012件 193件

６千万円（建築１．５億円
以上)（５千万円以上は試
行）
（舗装・法面２．５千万円
以上）

1,800件程度 110件程度

６千万円（建築１．５億円
以上)（５千万円以上は試
行）
（舗装・法面２．５千万円
以上）

1,768件 157件

長崎県　土木部 1,624件 79件 件数未定 80件程度  約1,500件（2月末現在） 67件

長崎県　農林部 278件 3件 200件程度 5件程度 約180件 5件

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（１）工事の総合評価落札方式の導入状況＞

組織名
公共工事の入札方式

（平成24年3月31日現在）

一般競争入札　5,000万円
以上
（継続実施）

継続実施
原則１億円以上

一般競争入札　5,000万円
以上

一般競争入札5,000万円
以上
（継続実施）

継続実施
原則１億円以上

平成23年度の実施（取組）結果

総合評価落札方式の導入状況

平成22年度の実施（取組）状況 平成23年度の実施（取組）目標

継続実施
原則１億円以上

一般競争入札　5,000万円以上

一般競争入札
○土木一式工事、とび・土工、コンクリート
工事（3,500万円以上）
　　　（1,000万円以上で一部試行）
○舗装工事（3,000万円以上）
○その他（5,000万円以上）

※平成２４年３月末までの実績
については、速報値（見込値）
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平成24年3月31日

適用基準等
全工事件

数

左記件数
の内、総合
評価適用
工事件数

適用基準等
全工事件

数

左記件数
の内、総合
評価適用
工事件数

適用基準等
全工事件

数

左記件数
の内、総合
評価適用
工事件数

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（１）工事の総合評価落札方式の導入状況＞

組織名
公共工事の入札方式

（平成24年3月31日現在）

平成23年度の実施（取組）結果

総合評価落札方式の導入状況

平成22年度の実施（取組）状況 平成23年度の実施（取組）目標

※平成２４年３月末までの実績
については、速報値（見込値）

熊本県　土木部 原則３千万円以上 2,100件程度 213件 原則３千万円以上 1,800件程度 200件程度 原則３千万円以上 1,800件 145件

熊本県　農林水産部 原則３千万円以上 500件程度 106件 原則３千万円以上 500件程度 100件程度 原則３千万円以上 500件 95件

大分県　土木建築部
継続実施
５千万円以上 2001件 173件 継続実施

５千万円以上 件数未定 件数未定
継続実施
５千万円以上 1,863件 146件

大分県　農林水産部
継続実施
５千万円以上 515件 72件 継続実施

５千万円以上 件数未定 件数未定
継続実施
５千万円以上 450件 60件

宮崎県　県土整備部 250万円以上から抽出 1,580件 769件 250万円以上から抽出 1,500件程度 750件程度 250万円以上から抽出 1,300件 650件

宮崎県　農政水産部 250万円以上から抽出 278件 131件 250万円以上から抽出 件数未定 半数程度 250万円以上から抽出 230件 100件

宮崎県　環境森林部 250万円以上から抽出 145件 66件 250万円以上から抽出 件数未定 件数未定 250万円以上から抽出 121件 69件

鹿児島県　土木部
継続実施
５千万円（舗装1.2千万円）
以上から抽出

3,234件 134件 ５千万円以上から抽出 件数未定  前年度と同程度 5千万円以上から抽出 3,300件 140件

鹿児島県　農政部

・一般競争５千万円以上から
抽出
・指名競争土木一式2,000万
円以上，舗装1,200万円以上
から抽出

898件 21件

・一般競争土木一式（5千万
円以上1億円未満
・一般競争橋梁上部工(5千
万円以上WTO未満）　　の全
ての工事

500件程度 10件程度

・一般競争土木一式（ 5千万
円以上1億円未満)
・一般競争橋梁上部工( 5千
万円以上WTO未満）の全て
の工事

650件 6件

北九州市

○一般競争入札
　土木、水道施設2,500万円以上
　建築　            4,500万円以上
　電気、管　       1,200万円以上
　造園　            2,000万円以上
　その他　             1億円以上

①大手企業発注案件
②予定価格1億円以上の案
件
③予定価格5千万円以上1億
円未満で、技術的工夫の余
地の大きい案件
④その他総合評価落札方式
の適用が望ましい案件

1,926件 64件

(工種：土木、鋼、舗装、造
園、水道施設)
①原則１億円以上の工事で
試行
②５千万円以上１億円未満
の工事で、技術的工夫の余
地のある工事
(工種：港湾、建築)
①原則１億円以上の工事で
試行
(工種：電気、管)
①５千万円以上の工事の中
から、工事内容に応じて選定
して試行
(工種：機械器具、電気通信)
①１億円以上の工事の中か
ら、工事内容に応じて選定し
て試行

件数未定 70件

(工種：土木、鋼、舗装、造
園、水道施設)
①原則１億円以上の工事で
試行
②５千万円以上１億円未満
の工事で、技術的工夫の余
地のある工事
(工種：港湾、建築)
①原則１億円以上の工事で
試行
(工種：電気、管)
①５千万円以上の工事の中
から、工事内容に応じて選定
して試行
(工種：機械器具、電気通信)
①１億円以上の工事の中か
ら、工事内容に応じて選定し
て試行

1,653件 57件

福岡市

○一般競争入札
　一般土木・建築：2,000万円以上、
　ほ装：2,500万円以上、その他：1,500万円以上
　（26.3億円未満の工事は全て制限付）

２億円以上の工事へ本格
導入及び
２億円未満の工事で試行
継続

1,959件 33件 対象範囲の拡大を図る 1,800件程度 50件程度

予定価格１億円以上の工
事に本格導入
（H24年２月より。それ以
前は予定価格２億円以
上）

1,860件 40件

福岡県　久留米市 一般競争入札　1,000万円以上 １千万円以上から抽出 689件 46件 原則5,000万円以上 700件程度 50件程度 原則5,000万円以上 690件 50件

佐賀県　佐賀市
○指名競争入札　1,000万円未満
○条件付一般競争入札　1,000万円以
上

１千万円以上から抽出 590件 2件 １千万円以上から抽出 500件程度 件数未定 １千万円以上から抽出 560件 1件

長崎県　長崎市 全工事制限付一般競争入札
工事内容により工事担当
課と協議のうえ試行 942件 1件 工事内容により工事担当

課と協議のうえ試行 800件程度 2件 工事内容により工事担当
課と協議のうえ試行 800件 2件

熊本県　熊本市 一般競争入札　1,000万円以上
1,000万円以上の案件か
ら抽出 1,023件 49件 1,000万円以上から抽出 850件程度 100件程度 1,000万円以上から抽出 1,030件 99件

大分県　大分市
○一般競争入札　2,500万円以
上

試行（未実施業種・工種を
優先に抽出） 624件 15件 価格と技術的要素から抽

出 433件 15件 価格と技術的要素から抽
出 519件 18件

宮崎県　宮崎市

○一般競争入札6,000万円以上の建
設工事（条件付き）
○指名競争入札130万円超の建設工
事
50万円超の建設工事に係る業務委託
（建設コンサルタント、測量など）

工事内容により工事担当
課と協議のうえ試行 812件 3件 工事内容により工事担当

課と協議のうえ試行 800件 4件 工事内容により工事担当
課と協議のうえ試行 1,230件 3件

鹿児島県　薩摩川内市
一般競争入札　130万円以上
指名競争入札　災害復旧工事，特
殊工事

継続実施
３千万円以上
（橋梁工事，下水道推進工
事，ＤＩＤ区域内の工事につ
いては３千万円未満でも適
用）

595件 36件

継続実施
３千万円以上
（橋梁工事，下水道推進工
事，ＤＩＤ区域内の工事につ
いては，３千万円未満でも適
用）

500件程度 20件程度

継続実施
３千万円以上
（橋梁工事，下水道推進工
事，ＤＩＤ区域内の工事につ
いては，３千万円未満でも適
用）

444件 14件

一般競争入札　4,000万円以上

一般競争入札　250万円以上

一般競争入札　5,000万円以上

一般競争入札　3,000万円以上
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平成24年3月31日

適用基準等
全工事件

数

左記件数
の内、総合
評価適用
工事件数

適用基準等
全工事件

数

左記件数
の内、総合
評価適用
工事件数

適用基準等
全工事件

数

左記件数
の内、総合
評価適用
工事件数

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（１）工事の総合評価落札方式の導入状況＞

組織名
公共工事の入札方式

（平成24年3月31日現在）

平成23年度の実施（取組）結果

総合評価落札方式の導入状況

平成22年度の実施（取組）状況 平成23年度の実施（取組）目標

※平成２４年３月末までの実績
については、速報値（見込値）

西日本高速道路(株)　九
州支社

【一般競争入札】
○23億円(1,500万SDR)以上
【条件付一般競争入札】
○250万円超、23億円未満
【指名競争入札】
次のいずれかに該当する工事で、かつ、契
約責任者が必要があると認める場合に限
る
○条件付一般競争入札方式に付する時間
的余裕がないとき
○その他指名競争入札に付することが有
利と認められるとき

継続実施
２億円以上の工事 94件 43件 継続実施

２億円以上の工事 79件 37件 継続実施
２億円以上の工事 102件 53件

（独）国立文化財機構
九州国立博物館

一般競争入札250万円以上 ２億円以上 0件 0件 ２億円以上 未定 未定 ２億円以上 0件 0件

（独）鉄道建設・運輸施設整備
支援機構　鉄道建設本部
九州新幹線建設局

○条件付一般競争入札  250万円以上23.0
億円
○一般競争入札   23.0億円以上

原則250万円以上 6件 5件 原則250万円以上 2件 2件 原則250万円以上 3件 1件

（独）都市再生機構　九州
支社

○1億円以上は詳細条件審査型一般競争
○1億円未満は工事希望調査による指名
競争

原則１億円以上 51件 24件 原則１億円以上 41件 13件 原則１億円以上 44件 12件

（独）水資源機構　筑後川
局

【一般競争入札】
○電気・機械工事は250万円以
上
○上記以外の工事は6,000万円
以上
【指名競争入札】
○電気・機械工事以外で250万
円以上

基本的な考え方（適用範囲）
１　入札者の提示する性能等
によって、工事価格に、工事
に関連して生ずる補償費等
の支出額及び収入の減額相
当額並びに維持更新費を含
めたライフサイクルコストを加
えた総合的なコストに相当程
度の差異が生ずると契約職
等が認める工事

２　入札者の提示する性能等
によって、工事価格の差異に
比して、工事目的物の初期
性能の持続性、強度、安定
性などの性能・機能に相当
程度の差異が生ずると契約
職等が認める工事

３　環境の維持、交通の確
保、特別な安全対策、省資源
対策又はリサイクル対策を
必要とする工事であって、入
札者の提示する性能等に
よって、工事価格の差異に比
して対策の達成度に相当程
度の差異が生ずると契約職
等が認める工事

87件 26件

基本的な考え方（適用範囲）
１　入札者の提示する性能等
によって、工事価格に、工事
に関連して生ずる補償費等
の支出額及び収入の減額相
当額並びに維持更新費を含
めたライフサイクルコストを加
えた総合的なコストに相当程
度の差異が生ずると契約職
等が認める工事

２　入札者の提示する性能等
によって、工事価格の差異に
比して、工事目的物の初期
性能の持続性、強度、安定
性などの性能・機能に相当
程度の差異が生ずると契約
職等が認める工事

３　環境の維持、交通の確
保、特別な安全対策、省資源
対策又はリサイクル対策を
必要とする工事であって、入
札者の提示する性能等に
よって、工事価格の差異に比
して対策の達成度に相当程
度の差異が生ずると契約職
等が認める工事

未定 未定

基本的な考え方（適用範囲）
１　入札者の提示する性能等
によって、工事価格に、工事
に関連して生ずる補償費等
の支出額及び収入の減額相
当額並びに維持更新費を含
めたライフサイクルコストを加
えた総合的なコストに相当程
度の差異が生ずると契約職
等が認める工事

２　入札者の提示する性能等
によって、工事価格の差異に
比して、工事目的物の初期
性能の持続性、強度、安定
性などの性能・機能に相当
程度の差異が生ずると契約
職等が認める工事

３　環境の維持、交通の確
保、特別な安全対策、省資源
対策又はリサイクル対策を
必要とする工事であって、入
札者の提示する性能等に
よって、工事価格の差異に比
して対策の達成度に相当程
度の差異が生ずると契約職
等が認める工事

79件 16件

（独）新エネルギー・
産業技術開発機構
九州支部

○一般競争入札　　250万円以上
○工事希望型指名競争入札　予定価格が
6,000万円未満で必要と認められるとき
○指名競争入札　　100万円以上

― 87件 0件 未定 80件程度 未定 ― 90件 0件

国立大学法人
九州大学

○一般競争入札
　予定価格250万円超の工事で
実施

1億円以上 41件 7件 継続実施
1億円以上 件数未定 件数未定 １億円以上 51件 10件

国立大学法人
福岡教育大学

一般競争入札　250万円以上
対象金額を設定していな
い 18件 1件 対象金額を設定していな

い 未定 1件以上 対象金額を設定していな
い 19件 4件

国立大学法人
九州工業大学

一般競争入札　250万円以上

基準：２億円以上
実績：技術的な工夫の余
地が小さく、かつ２億円未
満の小規模で工事難易
度の低い工事を対象とし
実施した。

11件 4件 対象金額を設定していな
い 件数未定 3件 対象金額を定めず適宜選

定している 10件 6件

国立大学法人
佐賀大学

一般競争入札　250万円超 5000万円超 31件 ６件 5000万円超 件数未定 未定 5,000万円超 38件 2件

国立大学法人
長崎大学

一般競争入札　250万円以上
対象金額を設定していな
い 65件 10件 対象金額を設定していな

い 50件 7件 対象金額を設定していな
い 64件 14件

国立大学法人
熊本大学

一般競争入札　250万円以上 3,000万円以上 24件 6件 3,000万円以上 31件 6件 3,000万円以上 34件 7件

国立大学法人
大分大学

一般競争入札　250万円超
継続実施
（原則として予定価格
6,000万円以上の工事）

34件 13件 原則として予定価格6,000
万円以上の工事 件数未定 6件 原則として予定価格6,000

万円以上の工事 42件 9件

国立大学法人
宮崎大学

一般競争入札　250万円以上 原則１億円以上 29件 4件 原則１億円以上 30件程度 4件 原則１億円以上 36件 5件

国立大学法人
鹿屋体育大学

一般競争入札　250万円以上

一般競争入札案件で、技術
的工夫の余地の少ない工事
を除く新築または改修工事に
おいて原則実施する。

7件 1件 対象金額を設定していな
い 8件程度 1件 対象金額を設定していな

い 11件 1件
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◎：実施済み、○：一部実施、△：検討実施、－：未実施

達成度（Ａ：目標を上回り実施、Ｂ：目標どおり実施、Ｃ：目標未達成、－：評価対象外）

組織名
平成22年度の

実施（取組）状況
平成23年度の

実施（取組）目標
平成23年度の

実施（取組）結果
達成度

警察庁　九州管区警察局 ― － － -

財務省　九州財務局 ◎ ◎ ◎ B

財務省　福岡財務支局 ◎ ◎ ◎ B

財務省　門司税関 ― － － -

財務省　長崎税関 ― － － -

財務省　国税庁　福岡国税局 ― － － -

財務省　国税庁　熊本国税局 ― － － -

農林水産省　九州農政局 ◎ ◎ ◎ B

農林水産省
林野庁　九州森林管理局

◎ ◎ ◎ B

経済産業省　九州経済産業局 ― － － -

国土交通省　九州地方整備局 ◎ ◎ ◎ B

国土交通省　九州運輸局 ― － － -

国土交通省　海上保安庁
第七管区海上保安本部

◎ ◎ ◎ B

国土交通省　海上保安庁
第十管区海上保安本部

◎ ◎ ◎ B

環境省　九州地方環境事務所 ◎ ◎ ◎ B

防衛省　九州防衛局 ◎ ◎ ◎ B

福岡高等裁判所 ◎ ◎ ◎ B

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（２）工事監督・検査要領の適用状況＞

平成24年3月31日
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◎：実施済み、○：一部実施、△：検討実施、－：未実施

達成度（Ａ：目標を上回り実施、Ｂ：目標どおり実施、Ｃ：目標未達成、－：評価対象外）

組織名
平成22年度の

実施（取組）状況
平成23年度の

実施（取組）目標
平成23年度の

実施（取組）結果
達成度

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（２）工事監督・検査要領の適用状況＞

平成24年3月31日

福岡県　県土整備部

福岡県　農林水産部

福岡県　建築都市部

佐賀県　県土づくり本部 ◎ ◎ ◎ B

長崎県　土木部

長崎県　農林部

熊本県　土木部

熊本県　農林水産部

大分県　土木建築部 B

大分県　農林水産部 B

宮崎県　県土整備部 B

宮崎県　農政水産部 B

宮崎県　環境森林部 B

鹿児島県　土木部 B

鹿児島県　農政部 B

北九州市 ◎ ◎ ◎ B

福岡市 ◎ ◎ ◎ B

B

◎

◎

◎

◎

◎

B

◎

◎

◎

○

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎ ◎ ◎ B
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◎：実施済み、○：一部実施、△：検討実施、－：未実施

達成度（Ａ：目標を上回り実施、Ｂ：目標どおり実施、Ｃ：目標未達成、－：評価対象外）

組織名
平成22年度の

実施（取組）状況
平成23年度の

実施（取組）目標
平成23年度の

実施（取組）結果
達成度

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（２）工事監督・検査要領の適用状況＞

平成24年3月31日

福岡県　久留米市 ◎ ◎ ◎ B

佐賀県　佐賀市 ◎ ◎ ◎ B

長崎県　長崎市
工事検査　◎
工事監督　―

工事検査　◎
工事監督　―

工事検査　◎
工事監督　―

B
―

熊本県　熊本市 ◎ ◎ ◎ B

大分県　大分市 ◎ ◎ ◎ B

宮崎県　宮崎市
工事検査　◎
工事監督　―

工事検査　◎
工事監督　― ◎ B

鹿児島県　薩摩川内市 ◎ ◎ ◎ B

西日本高速道路(株)　九州支社 ◎ ◎ ◎ B

（独）国立文化財機構
九州国立博物館

◎ ◎ ◎ B

（独）鉄道建設・運輸施設整備
支援機構　鉄道建設本部
九州新幹線建設局

◎ ◎ ◎ B

（独）都市再生機構　九州支社 ◎ ◎ ◎ B

（独）水資源機構　筑後川局 ◎ ◎ ◎ B

（独）新エネルギー・
産業技術開発機構
九州支部

◎ ◎ ◎ B
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◎：実施済み、○：一部実施、△：検討実施、－：未実施

達成度（Ａ：目標を上回り実施、Ｂ：目標どおり実施、Ｃ：目標未達成、－：評価対象外）

組織名
平成22年度の

実施（取組）状況
平成23年度の

実施（取組）目標
平成23年度の

実施（取組）結果
達成度

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（２）工事監督・検査要領の適用状況＞

平成24年3月31日

国立大学法人
九州大学

◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
福岡教育大学

◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
九州工業大学

◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
佐賀大学

◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
長崎大学

◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
熊本大学

◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
大分大学

◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
宮崎大学

◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
鹿屋体育大学

◎ ◎ ◎ B
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◎：実施済み、○：一部実施、△：検討実施、－：未実施

達成度（Ａ：目標を上回り実施、Ｂ：目標どおり実施、Ｃ：目標未達成、－：評価対象外）

組織名
平成22年度の

実施（取組）状況
平成23年度の

実施（取組）目標
平成23年度の

実施（取組）結果
達成度

警察庁　九州管区警察局 ◎ ◎ ◎ B

財務省　九州財務局 － － － -

財務省　福岡財務支局 － － － -

財務省　門司税関 ― － － -

財務省　長崎税関 ― － － -

財務省　国税庁　福岡国税局 ― － － -

財務省　国税庁　熊本国税局 ― － － -

農林水産省　九州農政局 ◎ ◎ ◎ B

農林水産省
林野庁　九州森林管理局

◎ ◎ ◎ B

経済産業省　九州経済産業局 ― － － -

国土交通省　九州地方整備局 ◎ ◎ ◎ B

国土交通省　九州運輸局 ― － － -

国土交通省　海上保安庁
第七管区海上保安本部

― － － -

国土交通省　海上保安庁
第十管区海上保安本部

― － － -

環境省　九州地方環境事務所 ◎ ◎ ◎ B

防衛省　九州防衛局 ◎ ◎ ◎ B

福岡高等裁判所 ◎ ◎ ◎ B

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（３）工事成績評定の適用状況＞

平成24年3月31日
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◎：実施済み、○：一部実施、△：検討実施、－：未実施

達成度（Ａ：目標を上回り実施、Ｂ：目標どおり実施、Ｃ：目標未達成、－：評価対象外）

組織名
平成22年度の

実施（取組）状況
平成23年度の

実施（取組）目標
平成23年度の

実施（取組）結果
達成度

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（３）工事成績評定の適用状況＞

平成24年3月31日

福岡県　県土整備部

福岡県　農林水産部

福岡県　建築都市部

佐賀県　県土づくり本部 ◎ ◎ ◎ B

長崎県　土木部

長崎県　農林部

熊本県　土木部

熊本県　農林水産部

大分県　土木建築部 ◎ B

大分県　農林水産部 ◎ B

宮崎県　県土整備部 ◎ B

宮崎県　農政水産部 ◎ B

宮崎県　環境森林部 ◎ B

鹿児島県　土木部 ◎ B

鹿児島県　農政部 ◎ B

北九州市 ◎ ◎ ◎ B

福岡市 ◎ ◎ ◎ B

◎

◎

◎ ◎

◎ B

◎ B

B

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎

◎
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◎：実施済み、○：一部実施、△：検討実施、－：未実施

達成度（Ａ：目標を上回り実施、Ｂ：目標どおり実施、Ｃ：目標未達成、－：評価対象外）

組織名
平成22年度の

実施（取組）状況
平成23年度の

実施（取組）目標
平成23年度の

実施（取組）結果
達成度

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（３）工事成績評定の適用状況＞

平成24年3月31日

福岡県　久留米市 ◎ ◎ ◎ B

佐賀県　佐賀市 ◎ ◎ ◎ B

長崎県　長崎市 ◎ ◎ ◎ B

熊本県　熊本市 ◎ ◎ ◎ B

大分県　大分市 ◎ ◎ ◎ B

宮崎県　宮崎市 ◎ ◎ ◎ B

鹿児島県　薩摩川内市 ◎ ◎ ◎ B

西日本高速道路(株)　九州支社 ◎ ◎ ◎ B

（独）国立文化財機構
九州国立博物館

◎ ◎ ◎ B

（独）鉄道建設・運輸施設整備
支援機構　鉄道建設本部
九州新幹線建設局

◎ ◎ ◎ B

（独）都市再生機構　九州支社 ◎ ◎ ◎ B

（独）水資源機構　筑後川局 ◎ ◎ ◎ B

（独）新エネルギー・
産業技術開発機構
九州支部

◎ ◎ ◎ B
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◎：実施済み、○：一部実施、△：検討実施、－：未実施

達成度（Ａ：目標を上回り実施、Ｂ：目標どおり実施、Ｃ：目標未達成、－：評価対象外）

組織名
平成22年度の

実施（取組）状況
平成23年度の

実施（取組）目標
平成23年度の

実施（取組）結果
達成度

公共工事の品質確保に向けた取り組みに関する自己評価
＜項目：（３）工事成績評定の適用状況＞

平成24年3月31日

国立大学法人
九州大学

◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
福岡教育大学

◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
九州工業大学

◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
佐賀大学

◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
長崎大学

◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
熊本大学

◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
大分大学

◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
宮崎大学

◎ ◎ ◎ B

国立大学法人
鹿屋体育大学

◎ ◎ ◎ B
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平成２４年３月２２日

九 州 地 方 整 備 局

総合評価落札方式の取り組み概要

資料－２ 九州地方整備局

工事の取り組み状況

1
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１．平成２３年度総合評価落札方式の現状について

１）総合評価実施状況

①工種別タイプ別契約件数

②難易度・価格帯別契約件数（割合）

③落札状況

④落札率の推移

２）取組み状況と効果分析
①「災害協定に基づく活動実績」の評価

②地元企業活用評価型の試行

③ベテラン技術者の現場での技術指導の評価の試行

④登録基幹技能者の活用

⑤段階選抜方式の試行

⑥技術提案の採否に関する問い合わせ窓口の設置

⑦総合評価方式効果の検証と改善

⑧総合評価落札方式のフロー

⑨総合評価方式の事例【特別簡易型】

⑩平成２４年度 総合評価方式タイプ（案）

2

①工種別タイプ別契約件数 河川・道路・営繕関係

一般土木 As舗装 鋼橋上部 造園

建築 電気設備 暖冷房衛生設備 Pｃ
法面処理 塗装 維持修繕 しゅんせつ

グラウト 機械設備 通信設備 受変電設備

平成２３年４～１２月契約分

評価タイプ別

簡易型
72.8%

標準型
(Ⅱ型)
25.4%

標準型
(Ⅰ型)
0.9%

標準型
(WTO)
0.9%

合計
904件

工種別

造園
4%

As舗装
6%

通信設備
6%

機械設備
6%

Pｃ
3% 建築

4%

一般土木
35%

維持修繕
28%

合計
904件

3
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②難易度・価格帯別契約件数（割合） 河川・道路・営繕関係

平成２３年４月１日～１２月契約分

工事規模(億円) ※営繕については3億円を2億円と読み替える。

【予定価格の平均】

上段(件数)

下段(割合) 6.9

2
(0.2%)

623 57
(68.9%) (6.3%)

0.1

29 2
(3.2%) (0.2%)

0

総　計：904件

(0.3%)

ⅥⅤⅣ

2

4

35

(0.4%)
4

(0.4%)
4

(0.6%)

3.0
※

20149
(2.2%)(16.5%)

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

(0.4%)

(0.2%)

難易度

施工体制確認型

施工体制確認型以外

 標準型(WTO) 8件 (1%)  標準型(Ⅱ型) 230件 (25%)  簡易型 656件 (73%)

 標準型(Ⅰ型) 8件 (1%)  簡易型（ＷＴＯ）  特別簡易型 2件 (0.2%)

凡例

簡易型（WTO）

標準型（Ⅰ型）
（１％）

標準型（Ⅱ型）
（２５％）

簡易型
（７３％）

標準型（WTO）
（１％）

特別
簡易型

4

454
28.7%

487
30.8%

292
18.5%

348
22.0%

①総合評価方式の適用 ⇒原則、全ての工事で適用
（予定価格１千万円超の工事には、施工体制確認型を適用する。）

【平成２１年度】
低価格者以外：46.4％

（938/2,020件)

【平成２２年度】
低価格者以外：59.5％

（941/1,581件)

458
22.7%

480
23.8% 477

23.6%

605
30.0%

低価格者かつ 高加算点得点者

低価格者かつ 高加算点得点者以外

低価格者以外かつ 高加算点得点者

低価格者以外かつ 高加算点得点者以外

②総合評価方式の落札結果

⇒ 低価格者以外が落札した事例が拡大

平成２３年度（４～２月）適用件数 ⇒ 1,183件（内港湾119件）

【平成２３年度】
（４月～２月）

低価格者以外：64.8％
（767/1,183件)

376
31.8%

391
33.1%

183
15.5%

233
19.7%

③落札状況

5
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河川・道路・営繕関係

※随意契約除く工事

④落札率の推移

6

95.7%

88.8%

87.9%

86.8%

89.4%

87.8%

89.0%

87.9%

89.6%

87.4%

86.2%

88.8%

88.1%

88.6%

87.5%

87.5%
88.3%

87.6%

89.0%89.8%

88.4%87.4%

85.7%

86.6%

88.1%

89.4%

88.6%

91.3%

93.3%
94.6%

88.9%
88.0%

87.3%

88.4%

93.0%

80%

90%

100%

1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

落
札

率

● 全体の落札率

● 平均落札率
落札額
予定価格

落札率=

平成１７年度（通年）
93.0%

平成１８年度（通年）
88.4%

平成１９年度（通年）
87.3%

平成２０年度（通年）
88.0%

平成２１年度（通年）
88.9%

平成２２年度（通年）
87.5%

平成２３年度
（２月迄）

88.3%

①「災害協定に基づく活動実績」の評価

対象工事

年度 工事件数 企業数

H22 1,201 12,770

H23 708 7,834

H22 509 7,503

H23 305 4,438

H22 317 2,303

H23 144 1,453

災
害
協
定
に
基
づ
く
活
動
実
績

全工事種別

一般土木

維持修繕

H22年度：平成22年度公告・契約工事
H23年度：平成23年度公告、平成23年12月31日時点契約工事

評価状況

Ａ
1,906

Ｃ
5,339

Ｅ
5,525

(15%) (42%) (43%)

Ａ
1,819

Ｂ
524

Ｃ
2,288

Ｅ
3,203

(23%) (7%) (29%) (41%)

Ａ
1,460

Ｃ
3,847

Ｅ
2,196

(19%) (51%) (29%)

Ａ
1,400

Ｂ
453

Ｃ
1,520

Ｅ
1,065

(32%) (10%) (34%) (24%)

Ａ
368

Ｃ
919

Ｅ
1,016

(16%) (40%) (44%)

Ａ
262

Ｂ
63

Ｃ
382

Ｅ
746

(18%) (4%) (26%) (51%)

◇工事以外にも「巡視」「支援活動」等を評価できる項目を追加
◇企業の努力と実績を適切に評価出来るように、評価段階を細分化
評価 平成２２年度まで 平成２３年度

Ａ

(100%) 災害協定に基づいた活動実績あり 災害協定に基づいた活動実績あり

Ｂ

(７５%)
直轄事業との災害協定に基づいた巡視等の
実績あり

Ｃ

(５０%) 災害協定締結あり ＆ 活動実績なし 災害協定締結あり ＆ 活動実績なし

Ｅ(0%) 災害協定締結なし 災害協定締結なし

対象期間 過去１カ年度＋当該年度 過去２カ年度＋当該年度

河川・道路・営繕関係

【評価状況】

●対象期間を２ヵ年度と

したことでＡ評価は増加
（１５％→２３％）

●Ｃ評価は全体の７％

今後も継続して取
り組む。

7
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全国的に見て、雇用状況が厳しく、建設業が就業者に占める割
合が高い地域で雇用確保のため地元企業の活用を図る。

【背景】

政府は平成２０年１２月経済対策閣僚
会議において雇用問題を最重要課題
として「生活防衛のための緊急対策」を
決定

地元企業の下請け活用

〈評価項目と加算点〉

資材等の地元企業からの調達

【九州の現状】
・有効求人倍率が低く、雇用状況が厳しい
（全国ワースト１０位に４県）

・建設業が就業者に占める割合が高い
（九州全県が全国平均８．８％以上）

【地元企業活用評価型】

大手企業に発注する工事で地元企業の下請け活用や資材等の地元企業からの調達を図
るため、総合評価方式で地元企業からの活用について評価する。

※地元企業活用率：地元企業との下請け契約額と資材等の地元企業からの調達額の合計額を契約額で除した率

②地元企業活用評価型の試行

技術提案
配置予定
技術者
の能力

企業の
施工実績

地域貢献等

合計オプション
項目

地元企業
活用評価

20 10 10 5 5 50

河川・道路・営繕関係
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Ａ(100%) Ｂ(75%) Ｃ(50%) Ｅ(0%)

10年以上 － 3年以上10年未満 ３年未満

経験年数
の細分化

10年以上 5年以上10年未満 3年以上5年未満 ３年未満

【配置技術者：５年以上10年未満】＋【10年
以上の資格経験を有する指導員の配置】

【配置技術者：３年以上５年未満】＋【５年以
上の資格経験を有する指導員の配置】

【配置技術者：３年未満】＋【３年以上の資
格経験を有する指導員の配置】

－

配置予定技術者の評価ランクより上位の者を指導員として配置すれば、評価ランクを１ランク上げる。
【指導員】①指導の為の配置及び指導内容が確認できること。②配置と指導内容を施工計画書へ記載すること。③コリンズ登録はしない。

試
行

評価

現行

指導員の
同時配置

（延べ6504人）

1 0

184

608

888

1110

787

273

16 7 7

493

714

248

113
46 366

148

297

127 95
2

21 3

76
24

91

83
0

200

400

600

800

1000

1200

20
～24

25
～29

30
～34

35
～39

40
～44

45
～49

50
～54

55
～59

60
～64

65
～69

70
～74

75
～79

年齢

配
置

予
定

技
術

者
の

人
数

Ａ：10年以上

Ｃ：3年以上10年未満

Ｅ：3年未満

「配置予定技術者の資格」の評価基準を変更
１級土木施工管理技士の経験（造園は１級造園施工管理技士、営繕は監理技術者になりうる資格）

Ａ評価の
ピークは
50～54歳

配置予定技術者の年齢と資格の評価状況
「配置予定技術者の資格」でＡ評
価を取得するためには、ベテラン
の技術者を配置予定技術者とせ
ざるをえない状況にある。

現状の評価基準では

若手技術者を配置予定技術者と
しにくい状況となっている。

③ベテラン技術者の現場での技術指導の評価の試行 河川・道路・営繕関係
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落札企業（１０社）へのアンケート結果

その他：現地調査、材料確認、パトロール、地元挨拶、現場での施工指導等

ベテラン技術者の配置で役立ったこと（企業回答例）

・施工計画立案において掘削・ダンプトラック台数、発破作
業方法（手順）等、で技術力向上につながった。

・施工の段取りが以前と比較して良くなった。

・監理技術者の見落とした安全管理箇所や工夫した方が良
い施工方法など、現場での施工指導を行うことで、技術力
向上につながった。

配置予定技術者及びベテラン技術者の年齢

31
36 38

33

53

33
29

38
34

38

57
51

55

40

47
53

61
57 55

61

20

30

40

50

60

70

Ａ社 Ｂ社 Ｃ社 Ｄ社 Ｅ社 Ｆ社 Ｇ社 Ｈ社 Ｉ社 Ｊ社

年
齢

配置予定技術者
ベテラン技術者

ベテラン技術者が携わった・携わる予定内容
（複数回答可）

5

5

7

0

3

1

6

4

1

1

7

4

7

2

6

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

①施工計画書作成

②設計審査会出席

③工事監理連絡会出席

④打合せ出席

⑤段階確認

⑥現地立会

⑦中間・完了検査

⑧その他

回答数

全て 適宜 あり

「ベテラン技術者の現場での技術指導の
評価試行」の評価（10社）

0
0%

0
0%

① 3社
　　30%

② 5社
　　50%

③ 2社
　　20%

①非常に良い取り組みであり、今後も継続して欲しい

②どちらかと言えば、良い取り組みである

③どちらとも言えない

④どちらかと言えば、良い取り組みとは思わない

⑤今後は必要ない

③ベテラン技術者の現場での技術指導の評価の試行 河川・道路・営繕関係
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④登録基幹技能者の活用

「○○工へ配置する配置予定建設技能者の表彰実績及び登録基幹技能者の配置」
評価内容

本工事の指定する工種への建設現場における配置予定建設技能者の平成４年以降の表彰実績
及び登録基幹技能者の配置

工事内容に応じて、工事の品質確保のため「登録基幹技能者の配置」を評価する。

平成22・23年度契約工事（～12月契約）

○登録基幹技能者の配置を提案した企業の
参加は15％（H22年度より上昇）
○落札者のうち、登録基幹技能者の配置を
提案した企業は12％

公告
年度

全工事数
（ＷＴＯ除く）

本評価項目
選択工事数

企業数

参加
登録基幹技能者の

配置を評価「Ｄ評価」
左記の内の
落札企業数

H22 1,344件 111件 1,427社 112社(8％） 12社（11％）

H23 760件 59件 881社 134社（15％） 7社（12％）

評価基準

A(100%)：優秀施工者国土交通大臣顕彰（建設マスター）（大臣表彰）
B(75%)：国土交通功労者表彰（優秀現場従事者）（局長表彰）
C(50%)：国土交通功労者表彰（優秀現場従事者）（事務所長表彰）
D(25%)：当該工事内容に該当する登録基幹技能者の配置
E(0%)：なし

<本評価項目の選択、評価状況>

〈平成22年度以降の評価項目>

平成22年度より評価項目の
基準を変更

「登録基幹技能者の配置」を
追加

平成２３年度
参加者と落札者の評価

Ａ
192

Ａ
143

Ａ
21

Ａ
19

Ｂ
27

Ｂ
69

Ｂ
4

Ｂ
7

Ｄ
112

Ｄ
134

Ｄ
12

Ｄ
7

Ｅ
1096

Ｅ
532

Ｅ
74

Ｅ
26

Ｃ

Ｃ
3

Ｃ

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H22d

H23d

H22d

H23d

参
加

者
全

体
落

札
者

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

(13%) (2%) (8%) (77%)

(16%) (8%) (0%) (15%) (60%)

(19%) (4%) (11%) (67%)

(32%) (12%) (12%) (44%)

今後も継続して取り組む。 河川・道路・営繕関係

11
24



本試行は「建設産業の再生と発展のための方策２０１１」
（H23.6.23国土交通省建設産業戦略会議）において段階選抜方

式の活用を推進するとの提言を受け、総合評価落札方式におい
て、工事の品質確保を図ると共に競争参加者及び発注者双方の
事務負担の軽減を図ることを目的として試行

【目的】

【選抜方法】

入札公告

技術提案の審査
（競争参加資格の確認）

（指名基準の確認）

競争参加資格の確認・通知
技術提案の採否の通知

指名通知

指名された者による入札

施工体制確認

落札者の決定

入札説明書の交付

申請書及び資料等の提出期限

ヒアリング

技術提案の加算点の合計の
上位の１０者を選抜

申請書を提出し、競争参加資格要件を満たす者のうち、指名基
準を踏まえ、技術提案の加算点の合計が上位の１０者までを選
抜（１０者目の加算点の合計が、同数となる者が複数存する場合
はそれらの者を含む。）し、参加資格確認通知と同時に指名通知

【落札決定】
指名された者に限り入札に参加

技術提案の加算点、施工体制評価点及び価格により総合評価
落札方式を行い、落札予定者を決定

⑤段階選抜方式の試行

【試行工事の概要】
工 事 名 東九州道（鹿屋～曽於）大鳥川橋上部工工事
工事場所 鹿児島県曽於郡大崎町野方若松地内
工事概要 東九州道（鹿屋～曽於）道路事業（延長7.7km）
の一環として、大鳥川橋の橋梁上部工の施工
■橋梁形式 ＰＣ３径間連続ラーメン箱桁橋（L=292.0m）

競争参加者及び発注者相互の事務負担の軽減を図る

選抜方法を工夫し、今後も継続(拡大）して取り組む。

河川・道路・営繕関係
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⑥技術提案の採否に関する問い合わせ窓口の設置

九州地整にて運用していた採否の通知（「○」「－」「×」の通知）が、平成２２年
度から全国で実施。更に、全国統一で、提案企業から疑問点等を問い合わせす
ることのできる専用の窓口を設置。

■実施状況（平成２３年４～１月末現在）
◆全体問い合わせ数２３５社、うち面談数４０社

◇建設系：全体１８０社、うち面談４０社
◇港湾・空港系：全体５５社、うち面談０社

特に大きな混乱はなく、平成２４年度も引き続き行っていく。

■実施方法：
①採否の通知後に、文書による問い合わせの受付・回答
②落札者決定後に、面談による問い合わせの受付・回答

河川・道路・営繕関係

港湾・空港関係
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【総合評価】

公
告
（技
術
提
案
の
項
目
）

技
術
提
案

評
価

契
約

【情報共有】

評価の内容・
趣旨・範囲、
監督時の留意
事項等の情報
共有

品確担当課

設
計
担
当
課

監
督
職
員

申し送り

品確担当課設計担当課

【施工】

受
注
者

完
成
図

契約図書へ
反映させない

契約図書へ
反映させない

【施工計画書】

技術提案の内容・施工
手順・工法等を記載す
る。

※「提出」された資料
は「受理」するのみで
あるが、作成段階に於
いて適切な記載内容と
なるように助言するこ
と。

受注者の責によら
ず技術提案が履行
することができな

い場合。 最
終
変
更
図
書発

注
者

【提出】

【受理】

【承諾願】

【承諾】

【協議】

【総括指示】

当
初
契
約
図
書
（
技
術
提
案
は
別
表
と
し
て
添
付
）

⑦総合評価方式効果の検証と改善

別
表
の
技
術
提
案
を
総
括

指
示
に
従
い
変
更
設
計
の

際
に
変
更
す
る

・成績、指摘事項等を反映

・技術提案内容で品質に関する点検結果を
台帳に記載

【検査】

分析総合評価
の運用

引
継
ぎ

【管理】
管理担当課

瑕疵がある場合
再評点及び修補
実施

点検結果に基づき改善項目の反映

改善項目の提案

【承諾が必要な事項】
承諾が必要な事項
は図面等を作成し

承諾を得る。

14

競争参加者 発注者 第三者機関

評価項目・基準の設定

入札公告・入札説明書交付

申請書・技術資料の提出

競争参加資格確認

個別工事の評価、審査

九州地方整備局
総合評価技術委員会

小委員会

（個別工事、業務等の評価に
ついての意見）

競争参加資格の確認結果の通知

入札・契約手続運営委員会

入 札

総合評価

技術審査会

落札者の決定

契 約

九州地方整備局
総合評価技術委員会

全体委員会

（工事、業務等全体の評価項
目・基準についての意見）

九州地方整備局
入札監視委員会

（個別工事、業務等の入札・
契約手続についての意見）

⑧総合評価落札方式のフロー

15
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⑨総合評価実施事例【特別簡易型】
《手続きフロー》

工 事 名：○○○号○○○○地区改良工事

工事場所：○○県○○市○○地先

工事内容：掘削工 約５２,４００m3
盛土工 約１５,２００m2
植物誘導吹付 約４,５００m2
補強土壁工 約３８０m2
排水構造物工 １式

工 期：契約締結日の翌日から
平成２３年１０月３１日まで

《工事概要》

16

低入札者がいない場合

※低入札者がある場合は施工体制確認に移行

3月17日（木）

入札書の提出期限

入札執行の日（開札日）

落札者の決定

2月18日（金）

3月1日（火）

3月3日（木）

3月3日（木）

3月4日（金）

競争参加資格確認資料等の提出期限

技術審査会兼入札契約手続運営委員会

公告開始・入札説明書交付

2月7日（月）

資料等のヒアリング

（施工体制確認型の場合は省略）

2月10日（木）

技術審査会兼入札契約手続運営委員会

公告準備

総合評価技術委員会（小委員会）

入札契約手続運営委員会

（小委員会で修正があった場合）

競争参加資格の確認・通知

3月14日（月）

3月17日（木）

⑨総合評価方式の事例【特別簡易型】
《評価項目》

4.00

2.00

2.00

1.00

オ
プ
シ

ョ

ン
項
目

1.00

4.00

2.00

2.00

2.00

2.50

2.50

2.50

2.50

オ
プ
シ

ョ
ン
項
目

災害協定に基づく活動実績

維持工事等の実績

近隣地域内工事の実績

継続的な技術者保有に基づく信頼度

地
域
貢
献
等

10.00

企
業
の
施
工
実
績

表彰（安全・優良施工、災害復旧等功労業者、ＶＥ提案優良業者）、工事成績優
秀企業の認定又は災害復旧等支援活動功労感謝状

施工実績の規模

オ
プ
シ

ョ
ン
項
目

工事の手持ち状況

工事成績

10.00

配
置
予
定
技
術
者
の
能
力

10.00

工事成績

表彰（優秀技術者）

同種工事の実績件数

配置予定技術者の資格

継続教育の状況

配　点分類 評　価　項　目
(30.00点)

17
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⑨総合評価方式の事例【特別簡易型】

18

《入札調書（公表用）》

⑨総合評価方式の事例【特別簡易型】

《総合評価方式評価表（公表用）》

19
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工事規模（億円） 平成２４年４月１日公告より適用

ＷＴＯ、Ⅰ型

6.9→５．８

3.0

0.1

Ⅳ

ＷＴＯ標準型（Ⅰ型）

６０点

Ⅴ

７０点

Ⅵ

総合評価方式のタイプ選定

工事の
難易度 Ⅰ Ⅱ Ⅲ

簡易型

４０点

特別簡易型

３０点

標準型（Ⅰ型）

標準型（Ⅱ型）

５０点
簡易型

４０点

簡易型

４０点

総合評価実施状況（Ｈ２３工事）

標準Ⅱ型適用工種

橋梁上部工、下部工、大型擁壁、樋門・
樋管、ＢＯＸカルバート等品質の向上が
期待できるもの

特別簡易型適用工種
・河川及び道路維持工

（除草、植栽管理、道路照明灯維持等）
・工夫の余地が少ないと想定される工種

標準型
(WTO)

８件 0.9%

標準型
(Ⅰ型)

８件 0.9%

標準型
(Ⅱ型)

２３０件 25.4%

簡易型 ６５８件 72.8%

合計 ９０４件 100.0%

簡易型に特別簡易型を新たに加える。
特別簡易型は、難易度Ⅰ又はⅡの内
工夫の余地が少ないものに適用する。

標準Ⅱ型は、構造
物への適用を基本
とする。

⑩平成２４年度 総合評価方式タイプ（案）

20

業務の取り組み状況

21
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１．平成２３年度の取り組み

１）実施状況

２）履行体制確認型総合評価落札方式の実施状況

３）照査の評価、照査の確実な実施等の取り組み

４）総合評価実施事例

22

23.0%

25.9%

38.4%

33.4%

23.6%

9.1%

42.3%

49.4%

51.5%

1.3%

1.2%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H23

H22

H21

プロポ 総合評価 価格競争 随契

23

調達方式別の実施状況と推移

※データ：H23.4.11～H23.12.31迄の契約実績（５業種：土木、測量、地質、建築、補償）の全て

河川・道路・営繕関係

(12/31)

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（12/31迄）

価格競争 (51.5%) (49.4%) (42.3%)

1,218 813 630

総合評価方式 (9.1%) (23.6%) (33.4%)

216 388 498

プロポーザル方式 (38.4%) (25.9%) (23.0%)

908 426 342

随意契約 (0.9%) (1.2%) (1.3%)

21 19 19

計 (100%) (100%) (100%)

2,363 1,646 1,489
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24

（業務）履行体制確認型総合評価落札方式

平成２２年６月１日より新たな品質確保対策として、技術提案の評価に「履行確実性」を加えて評価
する「履行体制確認型総合評価落札方式」を実施開始。

評価方法

履行確実性の審査を基に
「履行確実性度を付与する。

河川・道路・営繕関係

平成２３年度について

総合評価落札方式において予定価
格が１千万を超える全業務で適用

（Ｈ２２年度試行は２千万を超えるも
のを対象）

25

履行体制確認型総合評価落札方式の実施状況

審査結果

河川・道路・営繕関係

項目

年度

総合評価落札方式※１ 履行確実性評価の状況

件数

うち履
行確
実性
評価
対象

同割合

（％）
件数

うち履行
確実性評
価対象

※２

審査
対象
会社
数

うち

辞退

うち審査実施

ヒアリ
ング
実施
者

うち落札
者

２２ ３８８
１０
※３

８．３ １０ ３ ４ １ ３ ０

２３ ４９８
４６１
※４

９２．６ ４６１ １２５ ２６９ ２４９ ２０ １

計 ８８６ ４７１ ５３．２ ４７１ １２８ ２７３ ２５０ ２３ １

※１ 契約した業務（土木コン、地質、測量、補償、建築）が対象。
※２ 契約した業務で、履行確実性評価を実施（調査基準価格以下の入札があり資料提出を要請）した業務。
※３ 平成２２年６月１日以降に入札手続きを開始した業務のうち、１：２または１：３で、予定価格が2,000万円を

越える業務。
※４ 平成２３年４月１日から１２月３１日までに契約した業務で、予定価格が1,000万円を超える全ての業務。

履行確実性評価の実施状況

履行確実性度 該当者数

Ａ(1.0) ０

Ｂ(0.75) ０

Ｃ(0.5) ０

Ｄ(0.25) ０

Ｅ(0.0) ２３
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調査・設計業務における品質確保対策の主な取り組み
河川・道路・営繕関係１．調査基準価格を下回った場合（低入札による品質確保対策）

◇入札手続き期間中
① 業務実績評価の制限〔平成21年2月23日から〕

・ 業務成績が70点未満の場合、業務実績として認めない。

② 配置予定技術者の手持ち業務の制限〔平成21年10月19日から〕
・ 当初の設定の手持ち業務金額４億円未満、件数の合計１０件未満からそれぞれ２億円未満、５件未満（補償コンサル

業務においては当初の設定の手持ち業務金額１億円未満、件数の合計１０件未満から、手持ち業務金額１億円未満、
件数の合計５件未満）に読み替える。

③ 履行体制確認型総合評価落札方式の実施〔平成22年6月1日から〕
・平成２３年度は全ての総合評価落札方式で発注する建設コンサルタント業務等で予定価格が１千万円を超える業務に拡大。

◇履行期間中
① 監督の強化〔平成21年2月23日から〕

・ 測量、地質調査業務などの外業の現地履行確認体制の強化。（主任技術者の現場常駐の義務づけ）
・ 業務の節目毎に行う照査について、管理技術者及び照査技術者により調査職員に説明。
・ 担当技術者にも有資格者であることを求める。

② 第三者による妥当性確認の義務付け
・ 自社の照査とは別に、第三者による妥当性確認を明示（実施）。〔平成21年2月23日から〕
・ 第三者照査を実施する技術者資格を技術士（総合技術管理部門又は建設部門）を有する者に強化。

〔平成21年7月7日から〕

・ 第三者照査の実施にあたっては、設計業務成果点検用チェックシートにより実施〔平成21年7月7日から〕

27

調査・設計業務における品質確保対策の主な取り組み
河川・道路・営繕関係２．その他品質確保対策

◇入札制度に伴う品質確保対策
① 総合評価落札方式の導入・拡大〔平成20年5月から〕
・ 価格点(価格)以外に技術評価点(予定技術者の経験・能力及び実施方針等)を評価し、評価値にて落札者を決定する

方式。

◇設計業務の品質向上に係る取り組み
① 適切な工期の設定と納期の平準化〔平成22年4月から〕
・ 業務内容を踏まえ、業務実施に過不足のない適正な工期を設定した上で発注することにより、受発注者双方の納期の

集中を防ぐ。〔 平成２３年度目標 ： ４～１２月（２５％以上）、１～２月（２５％以上）、３月（５０％以下） 〕

② 設計成果品の品質向上を図るための受発注者間のコミュニケーション円滑化〔平成22年6月1日から〕
⇒本取組は、詳細設計に限るものとし、以下の３項目をセットで全件実施。

・ 合同現地踏査の実施
業務の着手段階において、発注者・受注者・工事監督者が合同で現地踏査を行うことで、現場の設計条件・施工の留意
点・関連する事業の情報等について受注者に伝えるとともに、設計方針の共有化を図る。

・ 業務スケジュールの適切な管理
業務の着手段階において、業務実施中に発注者の判断・指示が必要とされる事項の有無について、受注者と協議し、
その役割分担及び回答期限を定めておき、可能な限り定められた回答期限までに回答するよう努める。
なお、設計業務等照査を必要とする業務は、平成２４年度より受注者が「照査」を実施した期間を記載する予定。

・ 業務におけるワンデーレスポンスの実施
業務実施中に受注者より設計条件等に関する質問・協議があった場合には、その日に回答することを原則とし、回答に
期限を要する場合は、回答が可能な日を受注者に通知すること。
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総合評価実施事例【簡易型（１：１）】
《手続きフロー》

業 務 名：○○号○○地区外橋梁詳細設計業務

履行場所：○○県○○市○○町○○

業務内容：橋梁詳細設計（共通） １式
ＰＣ斜材付きπ型ラーメン橋 ３橋

橋脚基礎工 ６基

工 期：契約締結日の翌日から
平成２３年７月３１日まで

《業務概要》

28

低入札者がいない場合

※低入札者がある場合は履行体制確認へ移行

12月9日（金）

12月15日（木）

参加表明書の提出期限

指名・非指名の通知

落札者の決定

入札参加者の選定
（建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ選定委員会の活用）

総合評価技術委員会（小委員会）

入札書の提出期限

入札執行の日（開札日）

公示文の掲載／説明書の交付開始
参加表明書申請開始

技術提案書の提出期限

11月1日（火）

11月8日（火）

11月15日（火）

11月18日（金）

入札書の受付開始

11月28日（月）

手続き開始の準備

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ選定委員会の活用

技術提案書の評価
（建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ選定委員会の活用）

12月6日（火）

総合評価方式の事例【簡易型（１：１）】
《評価項目》

29

資格要件 8

専門技術力 4

情報収集力 4

20

4

資格要件 2

専門技術力 1

情報収集力 1

5

1

業務理解度 20

実施手順 16

照査における具体
の手法・工夫等

6

計

計(１００換算）

その他 8

50

小計

100

50

成
績
・
表
彰

専門技術力

予
定
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力

管
理
技
術
者

評価項目

照
査
技
術
者

資
格
・
実
績
等

成
績
・
表
彰

専門技術力

100点換算

実施方針・実施フロー・工程表・その他

50小計

配点

16

24

4

6

資
格
・
実
績
等

100

100

100

小計(１００換算）

合計

100点換算
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総合評価方式の事例【簡易型（１：１）】

30

《入札調書（公表用）》

総合評価方式の事例【簡易型（１：１）】

《総合評価方式評価表（公表用）》

31
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●平成２３年度 総合評価方式の実施状況
年度内発注実績 １５２件（１３０件）

内総合評価件数 １５１件（１３０件）

総合評価実施率 ９９．３％

※( )は4月1日時点の目標値、発注実績は、3月31日時点の速報値

評 価 方 法 標準A-Ⅰ型 技術提案及び配置技術者ﾋｱﾘﾝｸﾞ評価

標準A-Ⅱ型 技術提案評価

標準Ｂ型 企業評価 （VE提案、工事成績、地域貢献、手持ち工事量等）
技術者評価 （従事役職、工事成績、継続教育への取り組み等）
技術提案評価

簡易Ⅰ型 企業評価 （地域精通度、工事成績、地域貢献、手持ち工事量等）

技術者評価 （従事役職、工事成績、継続教育への取り組み等）
技術提案評価

簡易Ⅱ型 企業評価 （地域精通度、工事成績、地域貢献、手持ち工事量等）

技術者評価 （従事役職、工事成績、継続教育への取り組み等）

１．九州農政局における平成２３年度の取組み 資料－３ 九州農政局

●技術提案の採否に関する詳細な通知の実施状況
総合評価落札方式（標準型）にあたっては、総合評価落札方式における評価の過程の透明性を

一層向上させる観点から、各入札者から提出された技術提案の各項目において、採用となる項目

及び採用とならない項目を競争参加資格の確認通知と合わせて、当該技術提案を提出した入札者

に対し通知する。

詳細通知の対象工事件数 ２３件

技術提案の採否に対する説明を求めた工事件数

文書 ２件

面談 １８件

※件数については、2月末の数値

●入札契約等に関する適正化対策の実施状況

予定価格超過及び低入札・無効多発時対策
予定価格超過及び低入札多発の場合に、入札時に提出が義務付けられている工事費内訳書の内

容ヒアリングを実施。

ヒアリングを実施した件数 ３件

※件数については、2月末の数値
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２．市町村への総合評価方式の導入支援

●補助金交付決定通知書に品確法遵守の付記

●各種研修会に出向き市町村職員等への総合評価の啓発

支援機関：土地改良事業団体連合会

市町村

公共工事の品質確保に関する協議会

土地改良技術事務所 九州農政局 県

支援 相談等

支援依頼支援

連携 連携

資料・情報提供
指導助言

市町村支援の概要

指導助言・監督

●導入支援指導状況
・ 技術力向上事業（宮崎県土地改良事業団体連合会）にて、「公共工事の品質確保について」講義

（1月19日 市町他76名）

・技術力向上事業（長崎市）にて「公共工事の品質確保に関する事例について」講義（1月26日 市町他83名）
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公共工事の品質確保に関する九州防衛局の取組状況

2 平成23年度の総合評価落札結果

3 関係市町村等に対する総合評価方式導入に関する施策

平成20年度以降、補助金等交付決定通知書へ品確法遵守事項を記載

１ 平成23年度の総合評価の取り組み状況
契約金額については平成24年2月末現在

九州防衛局
実施件数

熊本防衛支局
実施件数

九州防衛局
契約金額

熊本防衛支局
契約金額

件数合計 契約合計

総合評価 WTO型 2 1 1,757,595,000 455,490,000 3 2,213,085,000 

総合評価 標準型 1 0 0 0 1 0 

総合評価 簡易型 57 23 2,521,907,850 1,798,188,403 80 4,320,096,253 

総合評価 短縮型 22 23 2,489,686,500 883,365,000 45 3,373,051,500 

総合評価以外 23 21 222,717,050 55,287,341 44 278,004,391 

計 105 68 6,991,906,400 3,192,330,744 173 10,184,237,144 

資料－４ 九州防衛局
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①公募型及び簡易公募型プロポーザル方式の実施率について

○ 平成２３年度の取組目標：実施率５割以上

○ 平成２３年度上半期の取組実績：設計業務の発注なし
（下半期で６件発注しているが、全て簡易公募型プロポーザルである。）

②低入札対策について

○新しい取り組み

平成２３年８月９日に閣議決定により一部変更された「公共工事の入札
及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」を受けて、九州大学
独自の対策を実施

資料－５ 九州大学

②低入札対策について

○具体的な取組

●工事の重点監督を実施する（施工体制等の確認を徹底するなど）

平成２４年３月１日より公告を行った案件について、低入札調査を受けた
業者が落札した場合、以下の通り対応することとし、工事の品質を確保す
る。

また、この取組を入札公告時に入札参加業者に周知することで、ダンピ
ングの防止を図る。

●適正な施工への懸念が認められる場合は、配置予定技術者を増員さ
せる

●契約保証金を３０％以上とする
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福岡県における品質確保の取組

過去

H19 H20 H21 H22

272件 352件 338件 269件

（公共事業３部合計）

● 総合評価方式の実施状況

県土整備部 農林水産部 建築都市部 合計

７５件 ６５件 ８２件 ２２２件

平成23年度の実績（２月末まで）

資料－６ 福岡県

※全体の98％を占める簡易型
（５千万円~５億円）に対して

工事の内容に応じた評価方法の研究

(1)総合評価方式の検討

(2)市町村への総合評価方式の導入支援

H23 取組状況
実施促進のための市町村担当部署の訪問
市町村研修会での制度説明
福岡県総合評価技術委員会の活用促進
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・平成１８年度 ： 総合評価方式の試行開始。工事１件実施

・平成１９～２０年度 ： 工事２３件，委託２件を実施（全て試行）

・平成２１年６月 ： 総合評価方式の本格導入開始
（予定価格３億円以上の工事が対象）

・平成２２年８月 ： 予定価格２億円以上の工事に対象拡大

・平成２４年２月 ： 予定価格１億円以上の工事に対象拡大
また，評価型式，評価項目等，制度改定

○下記のとおり総合評価方式に関する取り組みを実施

1

１．福岡市のこれまでの取り組み

福岡市における総合評価方式の取り組みについて

地場企業の育成・振
興等に配慮

◆総合評価方式実施件数

区分 H21年度 H22年度 H23年度 計

入札公告件数 20 33 38 91

契約件数 17 35 37 89

※上記件数は各年度における実施件数

資料－７ 福岡市

2

◇これまでの導入の効果
①施工の品質・制度の向上
②周辺住民への配慮，円滑な工事進捗
③安全対策の向上 など

◇業界等からの意見等
①地場企業の受注への更なる配慮が必要
②提案書作成，履行等により入札参加者の負担が大きい
③評価過程の透明性の向上が必要 など

◆制度改定の概要
①地場企業育成の観点から，評価項目の追加や配点拡充
②入札参加者の技術提案に係る負担軽減等の観点から，

簡素な評価型式の追加等
③評価過程の透明性確保の観点から，提案項目に係る

評価結果の詳細を開示

２．制度改定の概要

40



3

○評価型式の改定

標準型（Ⅰ型）
提案３～４問

予定価格と型式・設問数の基本的な関係

ＷＴＯ適用 ３億円以上 １～３億円 １億円未満
区　分

－
標準型（Ⅱ型）

提案２問
簡易型

※型式および提案の設問数は，上表のとおり工事内容と予定価格により区分します。

技術的工夫の
余地が大きい工事

ＷＴＯ適用 １～３億円

Ⅱ型

Ⅰ型
提案１～２問

一般的な工事
Ⅰ型

提案１～３問

Ⅰ型
提案２～４問

ＷＴＯ型
提案４問

Ⅲ型

区　分
１億円未満

予定価格と型式・設問数の基本的な関係

３億円以上

旧制度

新制度

下請と資材調達における地場企
業の活用を評価

実績対象期間の延長など
（過年度5年→過年度最長10年
など）

評価内容の見直し（若手技術者
登用に配慮：資格保有10年→5
年で満点）

配点の増など
（災害対策協力：0.5点→1点，
本店所在10年→30年で満点な
ど）

改定の概略

Ⅱ型の追加

工事内容により柔軟に設問設定

負担軽減のため提案対象を特化

区　分 技 術 評 価 項 目

性能・機能の確保
品質管理，安全管理，

周辺への配慮等の
施工技術に関する提案

品質管理，安全管理
に関する施工上の提案

提
案
項
目

技術提案

施工上
の提案

地場企業
の活用

技術者の
能力

社会貢献・
地域貢献

○
（提案４問）

○
地場企業への下請計画

地場企業からの資材調達計画

工事成績，同種工事の施工実績,
品質管理，安全管理等

○

21.5～55.5

資格の保有状況，
同種工事の施工経験

社会貢献・政策貢献，
災害対策協力企業，

本店所在地

配点（加算点）

企
業
評
価
項
目

○

企業の
施工能力

型　　式

Ⅱ型

１～３億円未満

Ⅲ型

１億円未満

Ⅰ型

３億円以上

ＷＴＯ型

WTO対象案件

○
(提案１～４問)

○

○

○
（提案２問）

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

17.5～21.5 11.5～15.560～62

4

○評価型式と評価項目の一覧

大規模・複雑 小規模・簡易

追 加

追 加

追 加
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総合評価

42件 36％

総合評価落札方式への取組み

平成２３年度の最終見込み

実 績
《件数比》 102件 《金額比》

総合評価以外

49件 48％

総合評価

53件 52％

総合評価以外

12％

総合評価

88％

平成２４年度の当初計画

当初計画
《件数比》 79件 《金額比》

総合評価

37件 47％

総合評価以外

42件 53％
総合評価

90％

総合評価以外

10％

総合評価落札方式適用基準

技術的な工夫の余地が小さく、かつ、次の各号に掲げ
るものを除き、全ての工事に適用

・契約制限価格が４億円未満の土木工事等（ただし、
造園工事を除く）の工事のうち新設工事及び改築工事
に係る工事

・上述を除く契約制限価格が２億円未満の工事

・契約責任者が価格落札方式によるべき必要を認めた
工事

当初計画
《件数比》 118件 《金額比》

総合評価以外

76件 64％ 総合評価

78％

総合評価以外

22％

資料－８ 西日本高速

総合評価落札方式の見直し
による結果報告（速報）

平成24年3月22日
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（平成２３．３．３１現在）

１．見直しの概要（1/2）

100点

120～140点

評
価
値

20～40点

（価格評価点の満点）

評価値

価格評価点
評価値

価格評価点
価格評価基準額

低入札基準価格
契約制限価格

入札価格

直線区間

放物線区間

強 弱

低入札
過度な低入札

技術評価点

技術評価点

総合評価落札方式

価格評価点を導入し、除算方式から加算方式へ

評価値＝価格評価点（0点～100点）＋技術評価点（20点～40点）

価格評価点

・価格評価基準額 ⇒100点

・価格評価基準額以下⇒ 0点

・価格評価基準額から契約制限

価格に向け低減
※価格評価基準額

土木工事系工種

直接工事費＋共通仮設費積上分

＋共通仮設費率計上分×0.3（77％程度）

機器設置系工種

上記の額又は最低入札額の低い額

（平成２３．３．３１現在）

１．見直しの概要（2/2）

[総合評価落札方式] [価格落札方式] ※

※ 契約制限価格２億円未満

（ただし、新築・改築工事のうち

土木工事系工種は４億円未満）

低入札価格調査

審査対象基準価格（下回れば低入札調査を実施）

直接工事費＋共通仮設費積上分＋共通仮設費率計上分×0.3

（77％程度）
※１ 総合評価落札方式の機器設置系工種については、最低入札

額が審査対象基準価格を下回った場合、「価格評価基準額

＝最低入札額」とする

※２ 価格落札方式の土木工事系工種については、「審査対象基準

価格＝最低制限価格」とし、最低制限価格以下は失格とする

低入札基準価格

直接工事費×0.95＋共通仮設工事費×0.90

＋現場管理費×0.8＋一般管理費×0.3

（87％程度）※見直し前は85％程度
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（平成２３．３．３１現在）

２．新旧制度の比較（1/4）

対 象

・NEXCO西日本九州支社発注工事

・平成23年7月1日以降の公告工事より新制度に移行したため、

「平成22年度契約工事（以下「旧制度」と表現）」と「平成23年

7月1日以降に公告し、かつ平成24年1月末までの契約工事（

以下「新制度」と表現）」を比較

・競争契約（一般競争・条件付一般競争・指名競争）

（平成２３．３．３１現在）

２．新旧制度の比較（2/4）

入札状況（競争契約＝総合評価落札方式＋価格競争）

契約実績件数 落札率及び低入札発生率

工事契約適正化制度の調査対象案件

旧制度 新制度

契約件数（A） （件） ８０ ３８

落札率 （％） ８６．５ ８５．０

低入札契約件数（B) （件） ４７ ２５

低入札契約率（B/A） （％） ５８．８ ６５．８

旧制度 新制度

一般競争 （件） ７ １

条件付一般競争 （件） ７２ ３７

指名競争 （件） １ ０

計 （件） ８０ ３８

旧制度 新制度

契約件数（A） （件） ８０ ３８

適正化制度
対象案件

件数（B） （件） ２８ １※２

発生率（B/A） （％） ３５．０ ２．６

うち履行可能件数 （件） ２※１ ０
※１ 機器設置系工種（価格落札方式）

※２ 塗装工事（価格落札方式）
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（平成２３．３．３１現在）

２．新旧制度の比較（3/4）

入札状況（総合評価落札方式）

契約実績件数 落札率及び低入札発生率

工事契約適正化制度の調査対象案件

旧制度 新制度

契約件数（A） （件） ４３ １８

落札率 （％） ８３．２ ８６．１

低入札契約件数（B) （件） ３６ １０

低入札契約率（B/A） （％） ８３．７ ５５．６

旧制度 新制度

一般競争 （件） ７ １

条件付一般競争 （件） ３６ １７

計 （件） ４３ １８

旧制度 新制度

契約件数（A） （件） ４３ １８

適正化制度
対象案件

件数（B） （件） ２０ ０

発生率（B/A） （％） ４５．６ ０．０

うち履行可能件数 （件） ０ ―

（平成２３．３．３１現在）

２．新旧制度の比較（4/4）

入札状況（総合評価落札方式）

総合評価落札方式

※１ 入札参加者が１者を除く件数が対象（旧制度：４０件，新制度１７件）

※２ 入札無効及び審査の結果、不適格となった者は除く

旧制度 新制度

①最低価格者が落札 ６２．５％ ７６．５％

②最高技術評価点の者が落札 ４７．５％ ５２．９％

③総合評価で最低価格者以外が落札者 ３７．５％ ２３．５％

最高得点者以外

最高得点者
0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

最低価格者
最低価格者

以外

35.0%

17.5%

27.5%
20.0%

７

１１

８
１４

最高得点者以外

最高得点者
0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

最低価格者

最低価格者

以外

41.2%

5.9%

35.3%

17.6%

１

６

３
７

①

②

③

①

②

③

旧制度 新制度
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